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中核市移行前（平成 28 年 12 月 31 日以前） 

 

 

            八戸市                 青森県 

 

①サービス費            ⑦サービス費支払 

支給申請                          指定・指導監査 

 

②サービス費 

支給決定   ⑥サービス費請求 

 

③契約 

利用者                    サービス提供事業者 

 

⑤利用者負担額支払 

 

 

 

 

 

 

中核市移行後（平成 29 年１月１日以降） 

 

 

            八戸市                 八戸市 

 

①サービス費            ⑦サービス費支払 

支給申請                          指定・指導監査 

 

②サービス費 

支給決定   ⑥サービス費請求 

 

③契約 

利用者                    サービス提供事業者 

 

⑤利用者負担額支払 

 

 

１ 基本的な仕組み 

④サービス提供 

国保連 ※特定相談支
援・障害児相
談支援を除
く。 

④サービス提供 

国保連 ※障害児通所
支援・障害児
入所施設を
除く。 
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障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」）・児

童福祉法における障害福祉サービス等の体系は、下図のようになっている。 

障害者を支援するサービスには、障害者総合支援法に基づいて個別に支給が行われる「自立支援

給付」と、市町村等の創意工夫により、利用者の状況に応じて柔軟に実施できる「地域生活支援事

業」がある。「自立支援給付」のうち介護給付と訓練等給付を「障害福祉サービス」という。また、

障害児を支援するサービスとして、児童福祉法に基づいて行われる障害児の通所や入所、相談支援

に係る給付がある。（本日の集団指導の対象は、網掛け部のサービスの事業者等） 

 

障害者総合支援法・児童福祉法における障害福祉サービス等の体系 

 

 
市町村 

 
  
 

 
障害者総合支援法 

   
児童福祉法 

 
     
自立支援給付 

介護給付 
・居宅介護 
・重度訪問介護 
・同行援護 
・行動援護 
・重度障害者等包括支援 
・短期入所 
・療養介護 
・生活介護 

 自立支援医療 
・更生医療 
・育成医療 
・精神通院医療 

  
 相談支援給付 

・計画相談支援 
・地域移行支援 
・地域定着支援 

・施設入所支援   
  補装具 
訓練等給付 
・自立訓練（機能訓練・生活訓練） 
・就労移行支援 
・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 
・共同生活援助 

  

  

  
障害児通所給付 
・児童発達支援 
・医療型児童発達支援 
・放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ 
・保育所等訪問支援 

 
障害児相談支援給付 
・障害児相談支援 

  

       
 

障害者総合支援法 
     

      
地域生活支援事業 

・相談支援 
・日常生活用具の給付貸与 
・地域活動支援センター 

・意思疎通支援 
・移動支援 
・福祉ホーム運営 等 

  

    

   
      
   

・専門性の高い相談支援 
・広域的な対応が必要な事業 
・人材育成 等 

  

 

  
障害児入所給付 
・医療型障害児入所支援 
・福祉型障害児入所支援 

  

 

   
 

都道府県 
 

  

 

 

 

２ 障害福祉サービス等の体系 

支援 

障害者・児 
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平成 29 年１月１日の中核市への移行により、下表のとおり指定障害福祉サービス事業者、指定

障害者支援施設及び指定一般相談支援事業者の指定及び指導監査に関する事務が県から移譲され

た。以下、原則として、指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者を含めた５つの区

分ごとの記載となっている。 

 

区分 サービスの種類 サービスの概要 
指定及び指導監査 
移行前 移行後 

指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者 

居宅介護 自宅で入浴、排せつ、食事の介護等を行う。 

県 市 

重度訪問介護 
重度の肢体不自由者等で常に介護を必要とす
る人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、
外出時における移動支援などを総合的に行う。 

同行援護 
視覚障害により移動に著しい困難がある人に、
外出に同行し移動に必要な情報を提供すると
ともに、移動の援護等を行う。 

行動援護 
自己判断能力が制限されている人が行動する
ときに、危険を回避するために必要な支援、外
出支援を行う。 

重度障害者等包
括支援 

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複
数のサービスを包括的に行う。 

短期入所 
自宅で介護する人が病気の場合などに、短期
間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食事の
介護等を行う。 

療養介護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で
機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常
生活の世話を行う。 

生活介護 
常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せ
つ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動
又は生産活動の機会を提供する。 

自立訓練（機能
訓練・生活訓練） 

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、
一定期間、身体機能又は生活能力の向上のため
に必要な訓練を行う。 

就労移行支援 
一般企業等への就労を希望する人に、一定期
間、就労に必要な知識及び能力の向上のために
必要な訓練を行う。 

就 労 継 続 支 援
（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提
供するとともに、知識及び能力の向上のために
必要な訓練を行う。（Ａ型=雇用型、Ｂ型=非雇
用型） 

共同生活援助 
夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入
浴、排せつ又は食事の介護、その他の日常生活
上の援助を行う。 

指定障害者支援施設 

施設障害福祉サービス（生活介護、自立訓練、
就労移行支援、就労継続支援Ｂ型）＋施設入所
支援（施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、
排せつ、食事の介護等を行う。） 

県 市 

指定一般 
相談支援 
事業者 

地 域 移 行
支援 

施設や精神科病院に入所（院）している人に住
宅の確保など地域生活に移行するための相談
等を行う。 

県 市 
地 域 定 着
支援 

地域生活に移行した人、単身で生活している人
に、連絡体制を確保し必要に応じた相談を行
う。 

指定特定 
相談支援 
事業者 

計 画 相 談
支援 

障害福祉サービス、地域相談支援を利用する人
にサービス等利用計画の作成・モニタリングを
行う。 

市 市 

指定障害 
児相談支 
援事業者 

障 害 児 相
談支援 

障害児通所支援を利用する障害児の障害児支
援利用計画の作成・モニタリングを行う。 市 市 

３ 中核市への移行に伴う事務移譲 
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八戸市指定障害福祉サービス事業者等指導要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17

年法律第 123 号）及び児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）の規定に基づき、指定障害福祉

サービス事業者、指定障害者支援施設、指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者

並びに指定障害児相談支援事業者（以下「指定障害福祉サービス事業者等」という。）に対し

て行う指導について基本的事項を定め、もって自立支援給付に係る障害福祉サービス等及び障

害児相談支援給付に係る障害児相談支援事業（以下「自立支援給付対象サービス等」という。）

の質の確保並びに自立支援給付及び障害児相談支援給付（以下「自立支援給付等」という。）

の適正化を図ることを目的とする。 

（指導の方針） 

第２条 指導は、指定障害福祉サービス事業者等に対し、法令等に定める自立支援給付対象サー

ビス等の取扱い、自立支援給付等に係る費用の請求等に関する事項について周知徹底させるこ

とを方針とする。 

（指導の実施） 

第３条 指導の実施に当たっては、毎年度、実施時期、指導班の編成等を含む指導実施計画を別

に作成し実施する。 

２ 指導の対象となる指定障害福祉サービス事業者等を決定したときは、あらかじめ文書（別記

第１号様式）により通知する。 

３ 指導は、次に掲げる実地指導及び集団指導の形態により行う。 

(1) 実地指導 指導の対象となる指定障害福祉サービス事業者等の事業所において実地に行

う。 

(2) 集団指導 指導の対象となる指定障害福祉サービス事業者等を、必要な指導の内容に応

じ、一定の場所に集めて講習等の方法により行う。 

（指導結果の処理） 

第４条 指導の結果については、指定障害福祉サービス事業者等に対して、後日文書（別記第２

号様式）により通知する。 

２ 前項に規定する通知について、是正又は改善の結果の報告を要する指摘事項があるときは、

当該指定福祉サービス事業者等から改善報告書（別記第３号様式）を求める。 

３ 指導の結果、自立支援給付対象サービス等の取扱い又は自立支援給付等に係る費用の請求等

に関する事項に関し不当な事実を確認したときは、当該指定障害福祉サービス事業者等に対し

自主点検させ、その結果を報告させる。この場合において、返還すべき内容が確認されたとき

は、自主返還の指示を行う。 

（指導従事職員の心得） 

第５条 指導の実施に当たっては、関係法令に基づき、常に公正普遍かつ懇切丁寧な姿勢をもっ

て臨み、指定障害福祉サービス事業者等から理解と積極的かつ自主的な協力が得られるように

配慮する。 

（その他） 

第６条 この要綱に定めるもののほか、指導について必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 29 年１月１日から実施する。 

 

別記様式 （略） 

注 本要綱は市ホームページに掲載している。 

  トップ＞健康･福祉･介護＞障がい者福祉＞障害福祉サービス事業者等(事業者向けページ)＞

指導･監査 

 

４ 八戸市指定障害福祉サービス事業者等指導・監査要綱 
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八戸市指定障害福祉サービス事業者等監査要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17

年法律第 123 号。以下「障害者総合支援法」という。）及び児童福祉法（昭和 22 年法律第 164

号）の規定に基づき、指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設、指定一般相談支援

事業者及び指定特定相談支援事業者並びに指定障害児相談支援事業者（以下「指定障害福祉サ

ービス事業者等」という。） に対して行う監査について基本的事項を定め、もって自立支援給

付に係る障害福祉サービス等及び障害児相談支援給付に係る障害児相談支援事業（以下「自立

支援給付対象サービス等」という。）の質の確保並びに自立支援給付及び障害児相談支援給付

（以下「自立支援給付等」という。）の適正化を図ることを目的とする。 

（監査の方針） 

第２条 監査は、指定障害福祉サービス事業者等の自立支援給付対象サービス等の内容等につい

て、障害者総合支援法第 49 条、第 50条、第 51 条の 28若しくは第 51条の 29 又は児童福祉法

第 24条の 35若しくは第24条の 36に定める行政上の措置に該当する内容であると認められる

場合若しくはその疑いがあると認められる場合、又は自立支援給付等に係る費用の請求につい

て、不正若しくは著しい不当が疑われる場合（以下「指定基準違反等」という。）において、

事実関係を的確に把握し、公正かつ適切な措置をとることを主眼とする。 

（監査対象となる指定障害福祉サービス事業者等の選定基準） 

第３条 監査は、次に掲げる情報を踏まえて、指定基準違反等の確認について必要があると認め

られる場合に行うものとする。 

(1) 要確認情報  

ア 通報、苦情、相談等に基づく情報 

イ 市、相談支援事業所等へ寄せられる苦情 

ウ 自立支援給付等の請求データ等の分析から特異傾向を示す事業者 

(2) 実地指導において確認した情報 

障害者総合支援法第 10条第１項若しくは第 11条第２項又は児童福祉法第 24条の 34第１

項により指導を行った市が指定障害福祉サービス事業者等について確認した指定基準違反

等 

（報告等） 

第４条 指定基準違反等の確認について必要があると認めるときは、指定障害福祉サービス事業

者等に対し、報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ、出頭を求め、又

は当該職員に関係者に対して質問させ、若しくは当該指定障害福祉サービス事業者等の当該指

定に係るサービス事業所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査を行うも

のとする。 

（監査結果の通知等） 

第５条 監査の結果、改善勧告に至らない軽微な改善を要すると認められた事項については、後

日文書によってその旨の通知を行うものとする。 

２ 前項の規定により当該指定障害福祉サービス事業者等に対して、文書で通知した事項につい

て、文書により報告を求めるものとする。 

（行政上の措置） 

第６条 指定基準違反等が認められた場合には、障害者総合支援法第 49 条、第 50 条、第 51 条

の 28 及び第 51 条の 29 並びに児童福祉法第 24 条の 35 及び第 24 条の 36 の規定に基づき、次

に掲げる行政上の措置を機動的に行うものとする。 

 (1) 勧告 

ア 指定障害福祉サービス事業者等に障害者総合支援法第 49 条第１項、同条第２項若しく

は第 51条の 28第１項若しくは第 51条の 28第２項又は児童福祉法第 24条の 35第１項に

定める指定基準違反等の事実が確認された場合、当該指定障害福祉サービス事業者等に対

し、期限を定めて、文書により基準を遵守すべきことを勧告することができる。 

イ 勧告に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 
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ウ 勧告を受けた場合において当該指定障害福祉サービス事業者等は、期限内に文書により

報告を行うものとする。 

(2) 命令 

ア 指定障害福祉サービス事業者等が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなか

ったときは、当該指定障害福祉サービス事業者等に対し、期限を定めて、その勧告に係る

措置をとるべきことを命令することができる。 

イ 命令をした場合には、その旨を公示しなければならない。 

ウ 命令を受けた場合において、当該指定障害福祉サービス事業者等は、期限内に文書によ

り報告を行うものとする。 

 (3) 指定の取消し等 

指定基準違反等の内容等が、障害者総合支援法第 50 条第１項各号、同条第３項で準用す

る同条第１項各号若しくは第 51条の 29第１項各号若しくは第 51条の 29第２項各号又は児

童福祉法第 24 条の 36 各号のいずれかに該当する場合においては、当該指定障害福祉サービ

ス事業者等に係る指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を

停止すること（以下「指定の取消し等」という。）ができる。 

（聴聞等） 

第７条 監査の結果、当該指定障害福祉サービス事業者等が命令又は指定の取消し等の処分（以

下「取消処分等」という。）に該当すると認められる場合は、監査後、取消処分等の予定者に

対して、行政手続法（平成５年法律第 88号）第 13 条第１項各号の規定に基づき聴聞又は弁明

の機会の付与を行わなければならない。ただし、同条第２項各号のいずれかに該当するときは、

これらの規定は、適用しない。 

（経済上の措置） 

第８条 勧告、命令、指定の取消し等を行った場合に、自立支援給付等の全部又は一部について

当該自立支援給付等に関係する市町村に対し、障害者総合支援法第８条第１項若しくは児童福

祉法第 57条の２第１項に基づく不正利得の徴収として徴収を行うよう通知するものとする。 

２ 命令又は指定の取消し等を行った場合には、原則として、障害者総合支援法第８条第２項若

しくは児童福祉法第 57 条の２第２項の規定により、当該指定障害福祉サービス事業者等に対

し、その支払った額につき返還させるほか、その返還させる額に 100 分の 40 を乗じて得た額

を支払わせるよう指導するものとする。 

（監査従事職員の心得） 

第９条 監査の実施に当たっては、関係法令に基づき、常に公正普遍かつ懇切丁寧な姿勢をもっ

て臨み、指定障害福祉サービス事業者等から理解と積極的かつ自主的な協力が得られるように

配慮する。 

（その他） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、監査について必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 29 年１月１日から実施する。 

注 本要綱は市ホームページに掲載している。 

  トップ＞健康･福祉･介護＞障がい者福祉＞障害福祉サービス事業者等(事業者向けページ)＞

指導･監査 
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障害者総合支援法・児童福祉法では、指定障害福祉サービス事業者等の指定に際しての基準を定

めることとされている。 

基準は、指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設については、都道府県知事・指定

都市・中核市が条例で定めることとされ、指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者及び

指定障害児相談支援事業者については、厚生労働省令で定めることとされている。 

都道府県・指定都市・中核市が条例を制定するに当たっては、地域の実情等を踏まえつつ、厚生

労働省令で定められた基準に沿って制定することとされている。（当市は平成 28 年９月に制定） 

 

 厚生労働省で定められた基準及びその解釈通知は次のとおりである。 

区分 基準 解釈通知 

指定障害福祉サービ

ス事業者 

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営に関する基準 

（平成 18年厚生労働省令第 171 号） 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害福祉サービス

の事業等の人員、設備及び運営

に関する基準について 

（平成 18年障発第 1206001 号） 

指定障害者支援施設 障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく

指定障害者支援施設等の人員、設備

及び運営に関する基準 

（平成 18年厚生労働省令第 172 号） 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害者支援施設等

の人員、設備及び運営に関する

基準について 

（平成 19年障発第 0126001 号） 

指定一般相談支援事

業者 

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく

指定地域相談支援の事業の人員及び

運営に関する基準 

（平成 24年厚生労働省令第 27 号） 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

に基づく指定地域相談支援の事

業の人員及び運営に関する基準

について 

（平成 24年障発 0330 第 21 号） 

指定特定相談支援事

業者 

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律に基づく

指定計画相談支援の事業の人員及び

運営に関する基準 

（平成 24年厚生労働省令第 28 号） 

障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律

に基づく指定計画相談支援の事

業の人員及び運営に関する基準

について 

（平成 24年障発 0330 第 22 号） 

指定障害児相談支援

事業者 

児童福祉法に基づく指定障害児相談

支援の事業の人員及び運営に関する

基準 

（平成 24年厚生労働省令第 29 号） 

児童福祉法に基づく指定障害児

相談支援の事業の人員及び運営

に関する基準について 

（平成 24年障発 0331 第 23 号） 

 

５ 指定基準 
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指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 

【解釈通知第一の１】 

基準（※）は、指定障害福祉サービス事業者

が法に規定する便宜を適切に実施するため、必

要な最低限度の基準を定めたものであり、指定

障害福祉サービス事業者は、常にその運営の向

上に努めなければならない。 

 

※ 次の２つの市の条例で定められている。 

① 法に基づく給付を支払う対象となるサ

ービスの質を担保する必要があることか

ら設けられている基準（指定基準） 

八戸市指定障害福祉サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準等を定め

る条例（平成 28 年八戸市条例第 65 号）〔対

象：全サービス〕 

  （厚生労働省令で定められた基準に沿って

制定） 

 ② サービス提供に当たって施設（建物）を

必要とすることから、適正な事業の運営を

担保するため設けられている基準（最低基

準） 

八戸市障害福祉サービス事業の設備及

び運営に関する基準を定める条例（平成 28

年八戸市条例第 67 号）〔対象：療養介護、

生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就

労継続支援〕 

（厚生労働省令で定められた基準に沿っ

て制定） 

注 療養介護、生活介護、自立訓練、就労移

行支援及び就労継続支援は、①と②の両方

の基準を満たす必要がある。 

 

【解釈通知第一の１】 

基準（※）は、指定障害者支援施設が法に規

定する便宜を適切に実施するため、必要な最低

限度の基準を定めたものであり、指定障害者支

援施設は、常にその事業の運営の向上に努めな

ければならない。 

 

※ 次の２つの市の条例で定められている。 

 ① 法に基づく給付を支払う対象となるサ

ービスの質を担保する必要があることか

ら設けられている基準（指定基準） 

八戸市指定障害者支援施設の人員、設備

及び運営に関する基準等を定める条例（平

成 28 年八戸市条例第 66号） 

（厚生労働省令で定められた基準に沿って

制定） 

 ② サービス提供に当たって施設（建物）を

必要とすることから、適正な事業の運営を

担保するため設けられている基準（最低基

準） 

八戸市障害者支援施設の設備及び運営に

関する基準を定める条例（平成 28 年八戸市

条例第 68号） 

（厚生労働省令で定められた基準に沿って

制定） 

注 障害者支援施設は、①と②の両方の基準

を満たす必要がある。 

 

基準は市ホームページで検索できる。 トップ＞健康･福祉･介護＞障がい者福祉＞障害福祉サ 

 

 

 

 

 

６ 基準の性格 
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指定一般相談支援事業者 指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 

【解釈通知第一の１】 

基準（※）は、指定地域相

談支援の事業がその目的を達

成するため、必要な最低限度

の基準を定めたものであり、

指定一般相談支援事業者は、

常にその事業の運営の向上に

努めなければならない。 

 

※ 次の国の省令で定められ

ている。 

  障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく指定地

域相談支援の事業の人員及

び運営に関する基準（平成

24 年厚生労働省令第 27号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解釈通知第一の１】 

基準（※）は、指定計画相談

支援の事業がその目的を達成

するため、必要な最低限度の基

準を定めたものであり、指定特

定相談支援事業者は、常にその

事業の運営の向上に努めなけ

ればならない。 

 

※ 次の国の省令で定められ

ている。 

障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく指定計

画相談支援の事業の人員及

び運営に関する基準（平成 24

年厚生労働省令第 28 号） 

 

【解釈通知第一の１】 

基準（※）は、指定障害児相

談支援の事業がその目的を達

成するため、必要な最低限度の

基準を定めたものであり、指定

障害児相談支援事業者は、常に

その事業の運営の向上に努め

なければならない。 

 

※ 次の国の省令で定められ

ている。 

児童福祉法に基づく指定

障害児相談支援の事業の人

員及び運営に関する基準（平

成 24 年厚生労働省令第 29

号） 

ービス事業者等(事業者向けページ)＞指定基準 
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指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 

【解釈通知第一の２】 

・ 指定障害福祉サービスを行う者又は行おう

とする者が満たすべき基準を満たさない場

合には、指定障害福祉サービス事業者の指定

又は更新は受けられない。 

・ 基準に違反することが明らかになった場合

には、①相当の期間を定めて基準を遵守する

よう勧告を行い、②相当の期間内に勧告に従

わなかったときは、事業者名、勧告に至った

経緯、当該勧告に対する対応等を公表し、③

正当な理由がなく、当該勧告に係る措置を採

らなかったときは、相当の期限を定めて当該

勧告に係る措置を採るよう命令することが

できる。 

・ なお、③の命令をした場合には、事業者名、

命令に至った経緯等を公示しなければなら

ない。 

・ 指定障害福祉サービス事業者が③の命令に

従わない場合には、当該指定を取り消すこ

と、又は取消しを行う前に相当の期間を定め

て指定の全部若しくは一部の効力を停止す

ること（不適正なサービスが行われているこ

とが判明した場合、当該サービスに係る介護

給付費等の請求を停止させること）ができ

る。 

・ ただし、次に掲げる場合（11ページ※１）

には、基準に従った適正な運営ができなくな

ったものとして、直ちに指定を取り消すこと

又は指定の全部若しくは一部の効力を停止

することができる。 

 

【解釈通知第一の２】 

・ 指定障害者支援施設が満たすべき基準を満

たさない場合には、指定障害者支援施設の指

定又は更新は受けられない。 

・ 基準に違反することが明らかになった場合

には、①相当の期間を定めて基準を遵守する

よう勧告を行い、②相当の期間内に勧告に従

わなかったときは、設置者名、勧告に至った

経緯、当該勧告に対する対応等を公表し、③

正当な理由がなく、当該勧告に係る措置を採

らなかったときは、相当の期限を定めて当該

勧告に係る措置を採るよう命令することが

できる。 

・ なお、③の命令をした場合には、設置者名、

命令に至った経緯等を公示しなければなら

ない。 

・ 指定障害者支援施設が③の命令に従わない

場合、当該指定を取り消すこと、又は取消し

を行う前に相当の期間を定めて指定の全部

若しくは一部の効力を停止すること（不適正

なサービスが行われていることが判明した

場合、当該サービスに関する介護給付費等の

請求を停止させること）ができる。 

・ ただし、次に掲げる場合（11 ページ※２）、

基準に従った適正な運営ができなくなった

ものとして、直ちに指定を取り消すこと又は

指定の全部若しくは一部の効力を停止する

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 基準違反に対する指導監督及び指定の取消し 
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指定一般相談支援事業者 指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 

【解釈通知第一の２】 

・ 指定一般相談支援事業者

が満たすべき基準を満たさ

ない場合には、指定一般相

談支援事業者の指定を受け

られない。 

・ また、運営開始後、基準

に違反することが明らかに

なった場合は、指導等の対

象となり、この指導等に従

わない場合には、当該指定

を取り消すことができる。 

 

【解釈通知第一の２】 

・ 指定特定相談支援事業者が

満たすべき基準を満たさな

い場合には、指定特定相談支

援事業者の指定を受けられ

ない。 

・ また、運営開始後、基準に

違反することが明らかにな

った場合は、指導等の対象と

なり、この指導等に従わない

場合には、当該指定を取り消

すことができる。 

 

【解釈通知第一の２】 

・ 指定障害児相談支援事業者

が満たすべき基準を満たさ

ない場合には、指定障害児相

談支援事業者の指定を受け

られない。 

・ また、運営開始後、基準に

違反することが明らかにな

った場合は、指導等の対象と

なり、この指導等に従わない

場合には、当該指定を取り消

すことができる。 

 

 

 

指定障害福祉サービス事業者 ※１ 指定障害者支援施設 ※２ 

(1) 次に掲げるときその他の事業者が自己の

利益を図るために基準に違反したとき 

① 指定障害福祉サービス等の提供に際し

て利用者が負担すべき額の支払を適正に

受けなかったとき 

② 一般相談支援事業若しくは特定相談支

援事業を行う者若しくは他の障害福祉サ

ービスの事業を行う者又はその従業者に

対し、利用者又はその家族に対して特定の

事業者によるサービスを利用させること

の代償として、金品その他の財産上の利益

を供与したとき 

③ 一般相談支援事業若しくは特定相談支

援事業を行う者若しくは他の障害福祉サ

ービスの事業を行う者又はその従業者か

ら、利用者又はその家族に対して特定の事

業者によるサービスを利用させることの

代償として、金品その他の財産上の利益を

収受したとき 

(2) 利用者の生命又は身体の安全に危害を及

ぼすおそれがあるとき 

(3) その他(1)及び(2)に準ずる重大かつ明白

な基準違反があったとき 

(1) 次に掲げるときその他の指定障害者支援

施設が自己の利益を図るために基準に違反

したとき 

① 施設障害福祉サービスの提供に際して指

定障害者支援施設に入所する者又は当該指

定障害者支援施設に通所する者（以下「利

用者」）が負担すべき額の支払を適正に受け

なかったとき 

② 一般相談支援事業若しくは特定相談支援

事業を行う者若しくは他の障害福祉サービ

スの事業を行う者又はその従業者に対し、

利用者又はその家族に対して特定の事業者

による指定障害福祉サービスを利用させる

ことの代償として、金品その他の財産上の

利益を供与したとき 

③ 一般相談支援事業若しくは特定相談支援

事業を行う者若しくは他の障害福祉サービ

スの事業を行う者又はその従業者から、利

用者又はその家族に対して特定の事業者に

よる指定障害福祉サービスを利用させるこ

との代償として、金品その他の財産上の利

益を収受したとき 

(2) 利用者の生命又は身体の安全に危害を及

ぼすおそれがあるとき 

(3) その他(1)及び(2)に準ずる重大かつ明白

な基準違反があったとき 
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指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 

【解釈通知第一の３】 

指定障害福祉サービス事業者が運営に関す

る基準に従って事業の運営をすることができ

なくなったことを理由として指定が取り消さ

れ、法に定める期間の経過後に再度当該事業者

から指定障害福祉サービス事業所についての

指定の申請がなされた場合には、当該事業者が

運営に関する基準を遵守することを確保する

ことに特段の注意が必要であり、その改善状況

等が確認されない限り指定を行わないこと。 

 

【解釈通知第一の３】 

指定障害者支援施設が、運営に関する基準に

従って事業の運営をすることができなくなっ

たことを理由として指定が取り消され、法に定

める期間の経過後に再度当該施設から指定障

害者支援施設について指定の申請がなされた

場合には、当該施設が運営に関する基準を遵守

することを確保することに特段の注意が必要

であり、その改善状況等が確認されない限り指

定を行わないこと。 

 

 

指定一般相談支援事業者 指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 

【解釈通知第一の３】 

指定一般相談支援事業者が

運営に関する基準に従って事

業の運営をすることができな

くなったことを理由として指

定が取り消され、法に定める

期間の経過後に再度当該事業

者から指定一般相談支援事業

所についての指定の申請がな

された場合には、当該事業者

が運営に関する基準を遵守す

ることを確保することに特段

の注意が必要であり、その改

善状況等が確認されない限り

指定を行わない。 

 

【解釈通知第一の３】 

指定特定相談支援事業者が

運営に関する基準に従って事

業の運営をすることができな

くなったことを理由として指

定が取り消され、法に定める期

間の経過後に再度当該事業者

から指定特定相談支援事業所

についての指定の申請がなさ

れた場合には、当該事業者が運

営に関する基準を遵守するこ

とを確保することに特段の注

意が必要であり、その改善状況

等が確認されない限り指定を

行わない。 

 

【解釈通知第一の３】 

指定障害児相談支援事業者

が運営に関する基準に従って

事業の運営をすることができ

なくなったことを理由として

指定が取り消され、法に定める

期間の経過後に再度当該事業

者から指定障害児相談支援事

業所についての指定の申請が

なされた場合には、当該事業者

が運営に関する基準を遵守す

ることを確保することに特段

の注意が必要であり、その改善

状況等が確認されない限り指

定を行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 再度の指定申請 
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指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 

・ 指定障害福祉サービス事業者は、利用者の

意向、適性、障害の特性その他の事情を踏ま

えた個別支援計画を作成し、これに基づき利

用者に対して指定障害福祉サービスを提供

するとともに、その効果について継続的な評

価を実施することその他の措置を講ずるこ

とにより利用者に対して適切かつ効果的に

指定障害福祉サービスを提供しなければな

らない。 

・ 指定障害福祉サービス事業者は、利用者又

は障害児の保護者の意思及び人格を尊重し

て、常に当該利用者又は障害児の保護者の立

場に立った指定障害福祉サービスの提供に

努めなければならない。 

・ 指定障害福祉サービス事業者は、利用者の

人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を

設置する等必要な体制の整備を行うととも

に、その従業者に対し、研修を実施する等の

措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

・ 指定障害者支援施設は、利用者の意向、適

性、障害の特性その他の事情を踏まえた個別

支援計画を作成し、これに基づき利用者に対

して施設障害福祉サービスを提供するとと

もに、その効果について継続的な評価を実施

することその他の措置を講ずることにより

利用者に対して適切かつ効果的に指定障害

福祉サービスを提供しなければならない。 

・ 指定障害者支援施設は、利用者の意思及び

人格を尊重して、常に当該利用者の立場に立

った施設障害福祉サービスの提供に努めな

ければならない。 

・ 指定障害者支援施設は、利用者の人権の擁

護、虐待の防止等のため、責任者を設置する

等必要な体制の整備を行うとともに、その従

業者に対し、研修を実施する等の措置を講ず

るよう努めなければならない。 

 

注 指定一般相談支援事業者、指定計画相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者については、

基本方針の中に同様の内容が含まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 指定基準の概要（一般原則） 
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人員基準の常勤換算について 

『常勤換算方法』とは、『各従業員の１週間の勤務時間数の合計÷常勤の従事者が１週間に勤

務すべき時間数』である。１週間の勤務すべき時間数が 32時間を下回る場合は 32時間を基本と

する。（小数点第２位以下切り捨て） 

 

(1) 指定障害福祉サービス事業者 

 

 ① 居宅介護、重度訪問介護、同行援護及び行動援護 

 

人員基準 従業者 常勤換算で 2.5 以上（介護福祉士、居宅介護職員初任者研修課

程等の修了者など） 

サービス提供 

責任者 

事業規模に応じて１人以上（管理者の兼務及び常勤換算も可） 

管理者 常勤で、かつ、原則として管理業務に従事するもの（管理業務

に支障がない場合は他の職務の兼務可） 

設備基準 事務室 事業の運営を行うために必要な面積を有する専用の事務室 

受付等 利用申し込みの受付、相談等に対応するための適切なスペース 

設備・備品等 必要な設備及び備品等を確保し、特に、手指を洗浄するための

設備等感染症予防に必要な設備等に配慮する。 

 

 ② 療養介護 

 

人員基準 従業者 医師 健康保険法に規定する厚生労働大臣が定める基準以上 

看護職員 療養介護の単位ごとに、常勤換算で利用者数を２で除

した数以上 

生活支援員 療養介護の単位ごとに、常勤換算で利用者数を４で除

した数以上（１人以上は常勤） 

サービス管 

理責任者 

・利用者数 60 以下：１人以上 

・利用者数 61 以上：１人に、利用者数が 60 人を超え

て 40 又はその端数を増すごとに１人を加えて得た

数以上 

※１人以上は常勤 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他

の職務の兼務可） 

設備基準 医療法に規定する病院として必要とされる設備及び多目的室その他運営上必要

な設備 

 

 

10 指定基準の概要（人員・設備基準） 
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 ③ 生活介護 

 

人員基準 従業者 医師 日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行うために

必要な数 

看護職員 生活介護の単位ごとに、１人以上 

理学療法士 

又は作業療 

法士 

利用者に対して日常生活を営むのに必要な機能の減退

を防止するための訓練を行う場合は、生活介護の単位

ごとに、当該訓練を行うために必要な数 

生活支援員 生活介護の単位ごとに、１人以上（１人以上は常勤） 

※看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は、生

活介護の単位ごとに、常勤換算で、①から③までに掲げる平均障害

支援区分に応じ、それぞれ①から③までに掲げる数 

①平均障害支援区分が４未満：利用者数を６で除した数以上 

②平均障害支援区分が４以上５未満：利用者数を５で除した数以上 

③平均障害支援区分が５以上：利用者数を３で除した数以上 

サービス管 

理責任者 

・利用者数が 60人以下：１人以上 

・利用者数が 61 人以上：１人に、利用者数が 60 人を

超えて 40 又はその端数を増すごとに１人を加えて

得た数以上 

※１人以上は常勤 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他

の職務の兼務可） 

設備基準 訓練・作業室 訓練又は作業に支障がない広さを有し、必要な機械器具等を

備えること 

相談室 間仕切り等を設けること 

洗面所・便所 利用者の特性に応じたものであること 

多目的室その他運営に必要な設備 

 

 ④ 短期入所 

＜併設事業所＞ 

指定障害者支援施設、児童福祉施設その他の入浴、排せつ及び食事の介護その他の必要な

支援を適切に行うことができる入所施設に併設され、指定短期入所の事業を行う事業所とし

て当該指定障害者支援施設等と一体的に運営を行う事業所をいう。 

＜空床利用型事業所＞ 

利用者に利用されていない指定障害者支援施設等の全部又は一部の居室において、指定短

期入所の事業を行う事業所をいう。 

＜単独型事業所＞ 

指定障害者支援施設等（指定宿泊型自立訓練事業所等を除く。）以外の施設であって、利

用者に利用されていない居室において、指定短期入所の事業を行う事業所をいう。 
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＜併設事業所＞ 

 指定障害者支援施設等である当該

施設が、指定短期入所事業所とし

て併設事業所を設置する場合 

指定宿泊型自立訓練事業所等である

当該施設が、指定短期入所事業所と

して併設事業所を設置する場合 

人員 

基準 

従業者 当該施設の利用者の数及び併設事

業所の利用者の数の合計数を当該

施設の利用者の数とみなした場合

において、当該施設として必要と

される数以上 

①又は②に掲げる指定短期入所を提

供する時間帯に応じ、それぞれ①又

は②に定める数 

①指定短期入所と同時に指定宿泊型

自立訓練等を提供する時間帯 

指定宿泊型自立訓練事業所等の

利用者の数及び併設事業所の利用

者の数の合計数を当該指定宿泊型

自立訓練事業所等の利用者の数と

みなした場合において、当該指定

宿泊型自立訓練事業所等における

生活支援員又はこれに準ずる従業

者として必要とされる数以上 

②指定短期入所を提供する時間帯

（①に掲げるものを除く。） 

当該日の指定短期入所の利用者

の数が６名以下については１以

上、７名以上については１に当該

日の指定短期入所の利用者の数が

６を超えて６又はその端数を増す

ごとに１を加えて得た数以上 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の職

務の兼務可） 

設備 

基準 

居室 併設事業所又は指定障害者支援施設等の居室であって、その全部又は一部

が利用者に利用されていない居室を用いること 

設備 併設事業所及び併設本体施設の効率的運営が可能であり、かつ、当該併設

本体施設の利用者の支援に支障がないときは、当該併設本体施設の設備

（居室を除く。）を指定短期入所事業の用に供することができる。 
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  ＜空床利用型事業所＞ 

 指定障害者支援施設等である当該

施設が、指定短期入所事業所とし

て空床利用型事業所を設置する場

合 

指定宿泊型自立訓練事業所等である

当該施設が、指定短期入所事業所と

して空床利用型事業所を設置する場

合 

人員 

基準 

従業者 当該施設の利用者の数及び空床利

用型事業所の利用者の数の合計数

を当該施設の利用者の数とみなし

た場合において、当該施設として

必要とされる数以上 

①又は②に掲げる指定短期入所を提

供する時間帯に応じ、それぞれ①又

は②に定める数 

①指定短期入所と同時に指定宿泊型

自立訓練等を提供する時間帯 

指定宿泊型自立訓練事業所等の

利用者の数及び空床利用型事業所

の利用者の数の合計数を当該指定

宿泊型自立訓練事業所等の利用者

の数とみなした場合において、当

該指定宿泊型自立訓練事業所等に

おける生活支援員又はこれに準ず

る従業者として必要とされる数以

上 

②指定短期入所を提供する時間帯

（①に掲げるものを除く。） 

当該日の指定短期入所の利用者

の数が６名以下については１以

上、７名以上については１に当該

日の指定短期入所の利用者の数が

６を超えて６又はその端数を増す

ごとに１を加えて得た数以上 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の職

務の兼務可） 

設備 

基準 

居室 併設事業所又は指定障害者支援施設等の居室であって、その全部又は一部

が利用者に利用されていない居室を用いること 

設備 指定障害者支援施設等として必要とされる設備を有することで足りる。 
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  ＜単独型事業所＞ 

 指定生活介護事業所等 指定生活介護事業所等以外 

人員 

基準 

従業者 ①指定生活介護等のサービス提供

時間帯 

当該指定生活介護事業所等の

利用者の数及び当該単独型事業

所の利用者の数の合計数を当該

指定生活介護事業所等の利用者

の数とみなした場合において、

当該指定生活介護事業所等にお

ける生活支援員又はこれに準ず

る従業者として必要とされる数

以上 

②それ以外の時間帯 

当該日の利用者数の数が６名

以下の場合においては１以上の

生活支援員又はこれに準ずる従

業者、７名以上の場合において

は１に当該日の利用者の数が６

を超えて６又はその端数を増す

ごとに１を加えて得た数以上 

左記②と同じ 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の

職務の兼務可） 

設備 

基準 

居室 ・１の居室の定員：４人以下 

・地階に設けてはならないこと 

・利用者１人当たりの床面積：収納設備等を除き８平方メートル以上 

・寝台又はこれに代わる設備を備えること 

・ブザー又はこれに代わる設備を設けること 

設備 食堂 ・食事の提供に支障がない広さを有すること 

・必要な備品を備えること 

浴室 ・利用者の特性に応じたものであること 

洗面所、 

便所 

・居室のある階ごとに設けること 

・利用者の特性に応じたものであること 
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 ⑤ 重度障害者等包括支援 

 

人員基準 従業者 指定障害福祉サービス事業者（指定療養介護事業者を除く。）又

は指定障害者支援施設の基準を満たしていること 

サービス 

提供責任 

者 

次のいずれの要件にも該当する者を１人以上（１人

以上は専任かつ常勤） 

・相談支援専門員 

・重度障害者等包括支援利用対象者に対する入浴、

排せつ、食事等の介護その他これに準ずる業務に

３年以上従事した経験を有する者 

管理者 常勤で、かつ、原則として管理業務に従事するもの（管理業務

に支障がない場合は他の職務の兼務可） 

設備基準 事務室 事業の運営を行うために必要な面積を有する専用の事務室 

受付等 利用申し込みの受付、相談等に対応するための適切なスペース 

設備・備品等 必要な設備及び備品等を確保し、特に、手指を洗浄するための

設備等感染症予防に必要な設備等に配慮する。 

 

 ⑥ 自立訓練（機能訓練） 

 

人員基準 従業者 看護職員 １人以上（１人以上は常勤） 

理学療法士又 

は作業療法士 

１人以上 

生活支援員 １人以上（１人以上は常勤） 

※看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は、常

勤換算で、利用者数を６で除した数以上 

サービス管理 

責任者 

・利用者数が 60人以下：１人以上 

・利用者数が 61 人以上：１人に、利用者数が 60 人を

超えて 40又はその端数を増すごとに１人を加えて

得た数以上 

※訪問によるサービスの提供の場合は、上記に加えて、訪問によるサ

ービスを提供する生活支援員を１人以上置くこと 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他

の職務の兼務可） 

設備基準 訓練・作業室 訓練又は作業に支障がない広さを有し、必要な機械器具等を

備えること 

相談室 間仕切り等を設けること 

洗面所・便所 利用者の特性に応じたものであること 

多目的室その他運営上必要な設備 
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 ⑦ 自立訓練（生活訓練） 

 

人員基準 従業者 生活支援員 常勤換算で、①に掲げる利用者数を６で除した数と②

に掲げる利用者数を 10で除した数の合計数以上（１人

以上は常勤） 

① ②に掲げる利用者以外の利用者 

② 指定宿泊型自立訓練の利用者 

地域移行支 

援員 

指定宿泊型自立訓練を行う場合に１人以上 

サービス管 

理責任者 

・利用者数 60 以下：１人以上 

・利用者数 61 以上：１人に、利用者数が 60 人を超え

て 40 又はその端数を増すごとに１人を加えて得た

数以上 

※１人以上は常勤 

※訪問によるサービスの提供の場合は、上記に加えて、訪問によるサ

ービスを提供する生活支援員を１人以上置くこと 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他

の職務の兼務可） 

設備基準 訓練・作業室 訓練又は作業に支障がない広さを有するとともに、必要な機

械器具等を備えること 

相談室 間仕切り等を設けること 

洗面所・便所 利用者の特性に応じたものであること 

※指定宿泊型自立訓練を行う事業所にあっては、上記の設備のほか、次の基準

による居室及び浴室を設けること（指定宿泊型自立訓練のみを行う事業所の

場合は訓練・作業室を設けないことができる。） 

・居室：居室の定員１人、居室面積が収納設備等を除き、7.43 平方メートル以

上 

・浴室：利用者の特性に応じたものであること 
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 ⑧ 就労移行支援 

 

人員基準 従業者 職業指導員 

及び生活支 

援員 

・総数：常勤換算で、利用者数を６で除した数以上 

・職業指導員の数：１人以上 

・生活支援員の数：１人以上 

※１人以上は常勤 

就労支援員 常勤換算で、利用者数を 15 で除した数以上（１人以上

は常勤） 

サービス管 

理責任者 

・利用者数 60 以下：１人以上 

・利用者数 61 以上：１人に、利用者数が 60 人を超え

て 40 又はその端数を増すごとに１人を加えて得た

数以上 

※１人以上は常勤 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他

の職務の兼務可） 

設備基準 訓練・作業室 訓練又は作業に支障がない広さを有し、必要な機械器具等を

備えること 

相談室 間仕切り等を設けること 

洗面所・便所 利用者の特性に応じたものであること 

多目的室その他運営に必要な設備 

 

 ⑨ 就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型 

 

人員基準 従業者 職業指導員 

及び生活支 

援員 

・総数：常勤換算で、利用者数を 10 で除した数以上 

・職業指導員の数：１人以上 

・生活支援員の数：１人以上 

※１人以上は常勤 

サービス管 

理責任者 

・利用者数 60 以下：１人以上 

・利用者数 61 以上：１人に、利用者数が 60 人を超え

て 40 又はその端数を増すごとに１人を加えて得た

数以上 

※１人以上は常勤 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他

の職務の兼務可） 

設備基準 訓練・作業室 訓練又は作業に支障がない広さを有し、必要な機械器具等を

備えること 

相談室 間仕切り等を設けること 

洗面所・便所 利用者の特性に応じたものであること 

多目的室その他運営に必要な設備 
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 ⑩ 共同生活援助 

 

人員基準 従業者 世話人 常勤換算で、利用者数を６で除した数以上 

生活支 

援員 

常勤換算で、次の①から④までに掲げる数の合計数以上 

①障害支援区分３に該当する利用者の数を９で除した数 

②障害支援区分４に該当する利用者の数を６で除した数 

③障害支援区分５に該当する利用者の数を４で除した数 

④障害支援区分６に該当する利用者の数を 2.5 で除した数 

サービ 

ス管理 

責任者 

・利用者数が 30人以下：１人以上 

・利用者数が 31 人以上：１人に、利用者数が 30 人を超えて

30 又はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上 

管理者 常勤で、かつ、原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障

がない場合は他の職務の兼務可） 

設備基準 住居 ・住宅地又は住宅地と同程度に利用者の家族や地域住民との交流の 

機会が確保される地域にあり、かつ、入所施設又は病院の敷地外 

にあること 

・指定事業所は、１以上の共同生活住居（※）を有すること 

設備 ・共同生活住居（※）は、１以上のユニットを有すること 

・ユニットの居室面積：収納設備等を除き、7.43 平方メートル以上 

定員 ・指定事業所の定員：４人以上 

・共同生活住居（※）の入居定員：２人以上 10人以下（既存の建物を

活用する場合：２人以上 20 人以下、都道府県知事が特に必要と認め

た場合：21 人以上 30人以下） 

・ユニットの定員：２人以上 10 人以下 

・ユニットの居室の定員：１人（特に必要と認められる場合は２人） 

（注１）平成 26 年４月から、サテライト型住居（本体住居との密接な連携を確保しつつ、本

体住居とは別の場所で運営されている住居）の運営が認められることとなったが、上記

の「共同生活住居」には、サテライト型住居に係るものは含まない（指定事業所の利用

定員には含む。）。 

また、サテライト型住居の設備基準は次のとおり。 

① 日常生活を営む上で必要な設備を設けること 

② 居室の面積は、収納設備等を除き、7.43 平方メートル以上とすること 

（注２）外部サービス利用型共同生活援助の場合、生活支援員の配置基準は適用されない。 
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(2) 指定障害者支援施設 

 

 ① 人員基準の概要 

 

 ＜生活介護を行う場合＞ 

 

医師 利用者に対して日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行うために必要な

数 

看護職員 生活介護の単位ごとに、１人以上 

理学療法士 

又は作業療 

法士 

生活介護の単位ごとに、利用者に対して日常生活を営むのに必要な機能の減

退を防止するための訓練を行う場合に、生活介護の単位ごとに、当該訓練を

行うために必要な数 

生活支援員 生活介護の単位ごとに、１人以上（１人以上は常勤） 

※看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は、生活介護の単位ごとに、

常勤換算で、①から③までに掲げる平均障害支援区分に応じ、それぞれ①から③までに掲

げる数及び④に掲げる数を合計した数以上 

①平均障害支援区分が４未満：利用者数を６で除した数以上 

②平均障害支援区分が４以上５未満：利用者数を５で除した数以上 

③平均障害支援区分が５以上：利用者数を３で除した数以上 

④厚生労働大臣が定める者である利用者の数を 10 で除した数 

サービス管 

理責任者 

・利用者数が 60人以下：１人以上 

・利用者数が 61 人以上：１人に、利用者数が 60 人を超えて 40又はその端数

を増すごとに１人を加えて得た数以上 

※１人以上は常勤 

 

 ＜自立訓練（機能訓練を行う場合）＞ 

 

看護職員 １人以上（１人以上は常勤） 

理学療法士 

又は作業療 

法士 

１人以上 

生活支援員 １人以上（１人以上は常勤） 

※看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は、常勤換算で、利用者数を

６で除した数以上 

サービス管 

理責任者 

・利用者数が 60人以下：１人以上 

・利用者数が 61 人以上：１人に、利用者数が 60 人を超えて 40又はその端数

を増すごとに１人を加えて得た数以上 

※訪問によるサービスの提供の場合は、上記に加えて、訪問によるサービスを提供する生活

支援員を１人以上置くこと 
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  ＜自立訓練（生活訓練）を行う場合＞ 

 

生活支援員 常勤換算で、利用者数を６で除した数以上（１人以上は常勤） 

サービス管 

理責任者 

・利用者数 60 以下：１人以上 

・利用者数 61 以上：１人に、利用者数が 60人を超えて 40 又はその端数を増

すごとに１人を加えて得た数以上 

※１人以上は常勤 

※健康上の管理等の必要がある利用者がいるために看護職員を置く場合、生活支援員及び看

護職員の総数は、常勤換算で利用者数を６で除した数以上、生活支援員及び看護職員の数

は、それぞれ１人以上置くこと 

※訪問によるサービスの提供の場合は、上記に加えて、訪問によるサービスを提供する生活

支援員を１人以上置くこと 

 

  ＜就労移行支援を行う場合＞ 

 

職業指導員 １人以上（職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上は常勤） 

生活支援員 １人以上（職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上は常勤） 

※職業指導員及び生活支援員の総数は、常勤換算で、利用者数を６で除した数以上 

就労支援員 常勤換算で、利用者数を 15 で除した数以上（１人以上は常勤） 

サービス管 

理責任者 

・利用者数 60 以下：１人以上 

・利用者数 61 以上：１人に、利用者数が 60人を超えて 40 又はその端数を増

すごとに１人を加えて得た数以上 

※１人以上は常勤 

 

  ＜就労継続支援Ｂ型を行う場合＞ 

 

職業指導員 １人以上（職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上は常勤） 

生活支援員 １人以上（職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか１人以上は常勤） 

※職業指導員及び生活支援員の総数は、常勤換算で、利用者数を 10 で除した数以上 

就労支援員 常勤換算で、利用者数を 15 で除した数以上（１人以上は常勤） 

サービス管 

理責任者 

・利用者数 60 以下：１人以上 

・利用者数 61 以上：１人に、利用者数が 60人を超えて 40 又はその端数を増

すごとに１人を加えて得た数以上 

※１人以上は常勤 
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  ＜施設入所支援を行う場合＞ 

 

生活支援員 施設入所支援の単位ごとに、 

・利用者数 60 人以下：１人以上 

・利用者数 61人以上：１人に、利用者数が 60人を超えて 40 又はその端数

を増すごとに１人を加えて得た数以上 

※自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援又は就労継

続支援Ｂ型のみの提供にあっては、宿直勤務を行う生活支援員を１人以

上とする。 

サービス管理 

責任者 

当該施設等において、昼間実施サービスを行う場合に配置されるサービス

管理責任者が兼ねること 

 

  ＜複数の昼間実施サービスを行う場合＞ 

 

各サービスご 

とに常勤の配 

置が義務づけ 

られている従 

業者 

昼間実施サービスの利用定員の合計が 20人未満である場合、１人以上は常

勤 

サービス管理 

責任者 

・利用者数 60 人以下：１人以上 

・利用者数 61人以上：１人に、利用者数が 60人を超えて 40 又はその端数

を増すごとに１人を加えて得た数以上 

※１人以上は常勤 
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 ② 設備基準の概要 

 

訓練・作業室 専ら当該施設等が提供する施設障害福祉サービスの種類ごとの用に供する

もので、訓練又は作業に支障がない広さを有し、訓練又は作業に必要な機

械器具等を備えること 

居室 ・居室の定員：４人以下 

・地階に設けず、利用者１人当たりの床面積について収納設備等を除き、

9.9 平方メートル以上とすること 

・寝台等、利用者の身の回り品を保管することができる設備及びブザー等

の設備を備えること 

・一以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下等に直接面して設けること 

食堂 ・食事の提供に支障がない広さを有し、必要な備品を備えること 

浴室 ・利用者の特性に応じたものとすること 

洗面所、便所 ・居室のある階ごとに設けて、利用者の特性に応じたものであること 

相談室 ・間仕切り等を設けること 

廊下幅 ・1.5 メートル以上（中廊下の幅は、1.8 メートル以上） 

※認定指定障害者支援施設等が就労移行支援を行う場合の設備基準は、上記のほか、あん摩

マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師に係る学校又は養成施設として必要とされる設備

を有すること 

 

(3) 指定一般相談支援事業者 

 

 ① 地域移行支援 

 

   人員基準の概要 

従業者 ・専従の指定地域移行支援従事者（業務に支障がない場合は他の職務の兼務可）

を置くこと 

・指定地域移行支援従事者のうち、１人以上は相談支援専門員であること 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の職務の兼

務可） 

 

 ② 地域定着支援 

 

   人員基準の概要 

従業者 ・専従の指定地域定着支援従事者（業務に支障がない場合は他の職務の兼務可）

を置くこと 

・指定地域定着支援従事者のうち、１人以上は相談支援専門員であること 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の職務の兼

務可） 
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(4) 指定特定相談支援事業者 

 

   人員基準の概要 

従業者 専従の相談支援専門員（業務に支障がない場合は他の職務の兼務可） 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の職務の兼

務可） 

 

(5) 指定障害児相談支援事業者 

 

  人員基準の概要 

従業者 専従の相談支援専門員（業務に支障がない場合は他の職務の兼務可） 

管理者 原則として管理業務に従事するもの（管理業務に支障がない場合は他の職務の兼

務可） 
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 指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 
１ 内容及び手続の説明及び
同意 

指定障害福祉サービス事業
者は、利用者に対し適切な指定
障害福祉サービスを提供する
ため、その提供の開始に際し、
あらかじめ、利用申込者に対
し、当該指定障害福祉サービス
事業所の運営規程の概要、従業
者の勤務体制、事故発生時の対
応、苦情処理の体制等の利用申
込者がサービスを選択するた
めに必要な重要事項について、
利用者の障害の特性に応じ、適
切に配慮されたわかりやすい
説明書やパンフレット等の文
書を交付して懇切丁寧に説明
を行い、当該事業所から指定障
害福祉サービスの提供を受け
ることにつき、当該利用申込者
の同意を得なければならない。 

指定障害者支援施設は、利用
者に対し適切な施設障害福祉
サービスを提供するため、その
提供の開始に際し、あらかじ
め、利用申込者に対し、提供す
る施設障害福祉サービスの種
類ごとに、当該指定障害者支援
施設の運営規程の概要、従業者
の勤務体制、事故発生時の対
応、苦情処理の体制等の利用申
込者がサービスを選択するた
めに必要な重要事項について、
利用者の障害の特性に応じ、適
切に配慮されたわかりやすい
説明書やパンフレット等の文
書を交付して懇切丁寧に説明
を行い、当該指定障害者支援施
設から施設障害福祉サービス
の提供を受けることにつき、当
該利用申込者の同意を得なけ
ればならない。 

２ 提供拒否の禁止 指定障害福祉サービス事業
者は、原則として、利用申込み
に対して応じなければならな
いものであり、特に、障害支援
区分や所得の多寡を理由にサ
ービスの提供を拒否すること
を禁止するものである。提供を
拒むことのできる正当な理由
がある場合とは、 
① 当該事業所の現員からは
利用申込みに応じきれない
場合 

② 利用申込者の居住地が当
該事業所の通常の事業の実
施地域外である場合 

③ 当該事業所の運営規程に
おいて主たる対象とする障
害の種類を定めている場合
であって、これに該当しない
者から利用申込みがあった
場合、その他利用申込者に対
し自ら適切な指定障害福祉
サービスを提供することが
困難な場合 

④ 入院治療が必要な場合 
である。 
 
 
 

指定障害者支援施設は、原則
として、利用申込みに対して応
じなければならないものであ
り、特に、障害支援区分や所得
の多寡を理由にサービスの提
供を拒否することを禁止する
ものである。提供を拒むことの
できる正当な理由がある場合
とは、 
① 当該指定障害者支援施設
の利用定員を超える利用申
込みがあった場合 

② 入院治療の必要がある場
合 

③ 当該指定障害者支援施設
が提供する施設障害福祉サ
ービスの主たる対象とする
障害の種類を定めている場
合、その他利用者に対し自ら
適切な施設障害福祉サービ
スを提供することが困難な
場合 

である。 

 

 

11 指定基準の概要（運営基準） ※主なもの 
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指定一般相談支援事業者 指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 
指定一般相談支援事業者

は、利用者に対し適切な指定
地域相談支援を提供するた
め、その提供の開始に際し、
あらかじめ、利用申込者に対
し、当該指定一般相談支援事
業所の運営規程の概要、従業
者の勤務体制、事故発生時の
対応、苦情処理の体制等の利
用申込者がサービスを選択す
るために必要な重要事項につ
いて、利用者の障害の特性に
応じ、適切に配慮されたわか
りやすい説明書やパンフレッ
ト等の文書を交付して懇切丁
寧に説明を行い、当該事業所
から指定地域相談支援の提供
を受けることにつき、当該利
用申込者の同意を得なければ
ならない。 
 

指定特定相談支援事業者は、
利用者に対し適切な指定計画
相談支援を提供するため、その
提供の開始に際し、あらかじ
め、利用申込者に対し、当該指
定特定相談支援事業所の運営
規程の概要、従業者の勤務体
制、事故発生時の対応、苦情処
理の体制等の利用申込者がサ
ービスを選択するために必要
な重要事項について、利用者の
障害の特性に応じ、適切に配慮
されたわかりやすい説明書や
パンフレット等の文書を交付
して懇切丁寧に説明を行い、当
該事業所から指定計画相談支
援の提供を受けることにつき、
当該利用申込者の同意を得な
ければならない。 

指定障害児相談支援事業者
は、障害児等に対し適切な指定
障害児相談支援を提供するた
め、その提供の開始に際し、あ
らかじめ、利用申込者に対し、
当該指定障害児相談支援事業
所の運営規程の概要、従業者の
勤務体制、事故発生時の対応、
苦情処理の体制等の利用申込
者がサービスを選択するため
に必要な重要事項について、利
用者に係る障害児の障害の特
性に応じ、適切に配慮されたわ
かりやすい説明書やパンフレ
ット等の文書を交付して懇切
丁寧に説明を行い、当該事業所
から指定障害児相談支援の提
供を受けることにつき、当該利
用申込者の同意を得なければ
ならない。 

指定一般相談支援事業者
は、原則として、利用申込み
に対して応じなければならな
いものであり、特に、障害支
援区分や所得の多寡を理由に
サービスの提供を拒否するこ
とを禁止するものである。提
供を拒むことのできる正当な
理由がある場合とは、 
① 当該事業所の現員からは
利用申込みに応じきれない
場合 

② 利用申込者の入所、入院
等する障害者支援施設等、
精神科病院、救護施設等又
は刑事施設等が当該事業所
の通常の事業の実施地域外
である場合 

③ 当該事業所の運営規程に
おいて主たる対象とする障
害の種類を定めている場合
であって、これに該当しな
い者から利用申込みがあっ
た場合 

④ その他利用申込者に対し
自ら適切な指定地域相談支
援を提供することが困難な
場合 

等である。 

指定特定相談支援事業者は、
原則として、利用申込みに対し
て応じなければならないもの
であり、特に、障害支援区分や
所得の多寡を理由にサービス
の提供を拒否することを禁止
するものである。提供を拒むこ
とのできる正当な理由がある
場合とは、 
① 当該事業所の現員からは
利用申込みに応じきれない
場合 

② 利用申込者の居住地が当
該事業所の通常の事業の実
施地域外である場合 

③ 当該事業所の運営規程に
おいて主たる対象とする障
害の種類を定めている場合
であって、これに該当しない
者から利用申込みがあった
場合 

④ その他利用申込者に対し
自ら適切な指定計画相談支
援を提供することが困難な
場合 

等である。 

指定障害児相談支援事業者
は、原則として、利用申込みに
対して応じなければならない
ものであり、特に、障害の程度
や所得の多寡を理由にサービ
スの提供を拒否することを禁
止するものである。提供を拒む
ことのできる正当な理由があ
る場合とは、 
① 当該事業所の現員からは
利用申込みに応じきれない
場合 

② 利用申込者に係る障害児
の居住地が当該事業所の通
常の事業の実施地域外であ
る場合 

③ 当該事業所の運営規程に
おいて主たる対象とする障
害の種類を定めている場合
であって、これに該当しない
者から利用申込みがあった
場合 

④ その他利用申込者及び利
用申込者に係る障害児に対
し自ら適切な指定障害児相
談支援を提供することが困
難な場合 

等である。 
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 指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 

３ 連絡調整に対する協力 指定障害福祉サービス事業

者は、市町村又は一般相談支援

事業者若しくは特定相談支援

事業者が行う利用者の紹介、地

域におけるサービス担当者会

議への出席依頼等の連絡調整

等に対し、指定障害福祉サービ

スの円滑な利用の観点から、で

きる限り協力しなければなら

ない。 

指定障害者支援施設は、当該

施設の利用について市町村又

は一般相談支援事業者若しく

は特定相談支援事業者から、利

用者の紹介、地域におけるサー

ビス担当者会議への出席依頼

等の連絡調整等に対し、指定障

害者支援施設の円滑な利用の

観点から、できる限り協力しな

ければならない。 

 

 指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 

４ サービス提供困難時の対

応 

指定障害福祉サービス事業

者（療養介護及び共同生活援助

を除く。）は、「２ 提供拒否の

禁止」の正当な理由により、利

用申込者に対し自ら適切な指

定障害福祉サービスを提供す

ることが困難であると認めた

場合には、適当な他の指定障害

福祉サービス事業者等の紹介

その他の必要な措置を速やか

に講じなければならない。 

指定障害者支援施設は、「２ 

提供拒否の禁止」の正当な理由

により、利用申込者に対し自ら

適切な施設障害福祉サービス

を提供することが困難である

と認めた場合には、適当な他の

指定障害者支援施設等の紹介

その他の必要な措置を速やか

に講じなければならない。 
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指定一般相談支援事業者   

指定一般相談支援事業者

は、市町村又は指定特定相談

支援事業者が行う利用者の紹

介、地域におけるサービス担

当者会議への出席依頼等の連

絡調整等に対し、指定地域相

談支援の円滑な利用の観点か

ら、できる限り協力しなけれ

ばならない。 

 

  

 

指定一般相談支援事業者 指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 

指定一般相談支援事業者

は、「２ 提供拒否の禁止」の

正当な理由により、利用申込

者に対し自ら適切な指定地域

相談支援を提供することが困

難であると認めた場合には、

適当な他の指定一般相談支援

事業者の紹介その他の必要な

措置を速やかに講じなければ

ならない。 

指定特定相談支援事業者は、

「２ 提供拒否の禁止」の正当

な理由により、利用申込者に対

し自ら適切な指定計画相談支

援を提供することが困難であ

ると認めた場合には、適当な他

の指定特定相談支援事業者の

紹介その他の必要な措置を速

やかに講じなければならない。 

指定障害児相談支援事業者

は、「２ 提供拒否の禁止」の

正当な理由により、利用申込者

及び利用申込者に係る障害児

に対し自ら適切な指定障害児

相談支援を提供することが困

難であると認めた場合には、適

当な他の指定障害児相談支援

事業者の紹介その他の必要な

措置を速やかに講じなければ

ならない。 
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 指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 

５ 受給資格の確認 指定障害福祉サービスの利

用に係る介護給付費等を受け

ることができるのは、支給決定

障害者等に限られるものであ

ることを踏まえ、指定障害福祉

サービス事業者は、指定障害福

祉サービスの提供の開始に際

し、利用者の提示する受給者証

によって、支給決定の有無、支

給決定の有効期間、支給量等を

確かめなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定障害者支援施設の利用

に係る介護給付費等を受ける

ことができるのは、支給決定障

害者に限られるものであるこ

とを踏まえ、指定障害者支援施

設は、施設障害福祉サービスの

提供の開始に際し、利用者の提

示する受給者証によって、支給

決定の有無、支給決定の有効期

間、支給量などサービス提供に

必要な事項を確かめなければ

ならない。 

６ 介護給付費等の支給等の

申請に係る援助 

（介護給付費等の支給の申請

に係る援助） 

① 支給決定を受けていない

利用者 

支給決定を受けていない

者から利用の申込みを受け

た場合には、その者の意向を

踏まえて速やかに介護給付

費等の支給申請に必要な援

助を行わなければならない。 

② 利用継続のための援助 

利用者の支給決定に係る

支給期間の終了に伴い、引き

続き当該利用者が当該事業

者のサービスを利用する意

向がある場合には、市町村の

標準処理期間を勘案し、あら

かじめ余裕をもって当該利

用者が支給申請を行うこと

ができるよう申請勧奨等の

必要な援助を行わなければ

ならない。 

（介護給付費等の支給の申請

に係る援助） 

① 支給決定を受けていない

者 

支給決定を受けていない

者から利用の申込みを受け

た場合には、その者の意向を

踏まえて速やかに介護給付

費等の支給申請に必要な援

助を行わなければならない。 

② 利用継続のための援助 

利用者の支給決定に係る

支給期間の終了に伴い、引き

続き当該利用者が当該指定

障害者支援施設のサービス

を利用する意向がある場合

には、市町村の標準処理期間

を勘案し、あらかじめ余裕を

もって当該利用者が支給申

請を行うことができるよう

申請勧奨等の必要な援助を

行わなければならない。 
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指定一般相談支援事業者 指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 

指定地域相談支援の利用に

係る地域相談支援給付費の支

給を受けることができるの

は、地域相談支援給付決定障

害者であるため、指定一般相

談支援事業者は、指定地域相

談支援の提供に際し、地域相

談支援給付決定障害者の提示

する地域相談支援受給者証に

よって、地域相談支援給付決

定障害者であること、地域相

談支援給付決定の有無及び地

域相談支援給付決定の有効期

間、地域相談支援給付量等を

確かめなければならない。 

指定特定相談支援事業者は、

現に支給決定又は地域相談支

援給付決定を受けている計画

相談支援対象障害者等に対す

る指定計画相談支援の提供に

際し、当該計画相談支援対象障

害者等の提示する受給者証又

は地域相談支援受給者証によ

って、計画相談支援対象障害者

等であること、厚生労働省令で

定める期間、支給決定又は地域

相談支援給付決定の有無及び

支給決定又は地域相談支援給

付決定の有効期間、支給量又は

地域相談支援給付量等サービ

ス等利用計画の作成やモニタ

リングの実施に当たり必要な

事項を確かめなければならな

い。 

指定障害児相談支援事業者

は、現に通所給付決定を受けて

いる障害児相談支援対象保護

者に対する指定障害児相談支

援の提供に際し、当該障害児相

談支援対象保護者の提示する

通所受給者証によって、障害児

相談支援対象保護者であるこ

と、厚生労働省令で定める期

間、通所給付決定の有無及び通

所給付決定の有効期間、支給量

等障害児支援利用計画の作成

やモニタリングの実施に当た

り必要な事項を確かめなけれ

ばならない。 

（地域相談支援給付決定の申

請に係る援助） 

 地域相談支援給付決定を受

けていない者から利用の申込

みを受けた場合には、その者

の意向を踏まえて速やかに地

域相談支援給付費の支給申請

に必要な援助を行わなければ

ならない。 

利用者の地域相談支援給付

決定に係る支給期間の終了に

伴い、引き続き当該利用者が

サービスを利用する意向があ

る場合には、市町村の標準処

理期間を勘案し、あらかじめ

余裕をもって当該利用者が支

給申請を行うことができるよ

う申請勧奨等の必要な援助を

行わなければならない。 

 

 

 

（支給決定又は地域相談支援

給付決定の申請に係る援助） 

 利用者の支給決定又は地域

相談支援給付決定に係る支給

期間の終了に伴い、引き続き当

該利用者がサービスを利用す

る意向がある場合には、市町村

の標準処理期間を勘案し、あら

かじめ余裕をもって当該利用

者が支給申請を行うことがで

きるよう申請勧奨等の必要な

援助を行わなければならない。 

（通所給付決定の申請に係る

援助） 

 障害児の保護者の通所給付

決定に係る支給期間の終了に

伴い、引き続き当該障害児の保

護者がサービスを利用する意

向がある場合には、市町村の標

準処理期間を勘案し、あらかじ

め余裕をもって当該障害児の

保護者が支給申請を行うこと

ができるよう申請勧奨等の必

要な援助を行わなければなら

ない。 
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 指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 

７ 心身の状況等の把握 指定障害福祉サービス事業

者は、指定障害福祉サービスの

提供に当たっては、利用者の心

身の状況、その置かれている環

境、他の保健医療サービス又は

福祉サービスの利用状況等の

把握に努めなければならない。 

指定障害者支援施設は、利用

者の日常生活全般を支援する

観点から、当該利用者の障害の

程度やその客観的なニーズ等

に即した適切な施設障害福祉

サービスが提供されるよう、当

該利用者の心身の状況、その置

かれている環境、他の福祉サー

ビスの利用状況等の把握に努

めなければならない。 

８ 指定障害福祉サービス事

業者等との連携等 

指定障害福祉サービス事業

者は、指定障害福祉サービスを

提供するに当たっては、地域及

び家庭との結び付きを重視し

た運営を行い、市町村、他の指

定障害福祉サービス事業者等

その他の保健医療サービス又

は福祉サービスを提供する者

との密接な連携に努めなけれ

ばならない。 

指定障害者支援施設は、施設

障害福祉サービスを提供する

に当たっては、外部の障害福祉

サービスの利用も含め、利用者

の障害の程度や客観的なニー

ズ等に即したサービスの選択

が可能となるよう、他の障害福

祉サービス事業者等との密接

な連携に努めなければならな

い。 

９ 支給決定障害者等に求め

ることのできる金銭の支払

の範囲等 

指定障害福祉サービス事業

者は、「10 利用者負担額等の

受領」に規定する額のほか、曖

昧な名目による不適切な費用

の徴収を行うことはできない

が、利用者の直接便益を向上さ

せるものについては、次の要件

を満たす場合に、利用者等に金

銭の支払を求めることは差し

支えない。 

① 指定障害福祉サービスの

サービス提供の一環として

行われるものではないサー

ビスの提供に要する費用で

あること。 

② 利用者等に求める金額、そ

の使途及び金銭の支払を求

める理由について記載した

書面を利用者に交付し、説明

を行うとともに、当該利用者

の同意を得ていること。 

 

 

指定障害者支援施設は、「10 

利用者負担額等の受領」に規定

する額のほか、曖昧な名目によ

る不適切な費用の徴収を行う

ことはできないが、利用者の直

接便益を向上させるものにつ

いては、次の要件を満たす場合

に、当該利用者に金銭の支払を

求めることは差し支えない。 

① 施設障害福祉サービスの

サービス提供の一環として

行われるものではないサー

ビスの提供に要する費用で

あること。 

② 利用者に求める金額、その

使途及び金銭の支払を求め

る理由について記載した書

面を利用者に交付し、説明を

行うとともに、当該利用者の

同意を得ていること。 
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指定一般相談支援事業者   

指定一般相談支援事業者

は、指定地域相談支援の提供

に当たっては、利用者の心身

の状況、その置かれている環

境、他の保健医療サービス又

は福祉サービスの利用状況等

の把握に努めなければならな

い。 

 

 

  

指定一般相談支援事業者

は、指定地域相談支援の提供

に当たっては、地域及び家庭

との結び付きを重視した運営

を行い、市町村、指定障害福

祉サービス事業者等その他の

保健医療サービス又は福祉サ

ービスを提供する者との密接

な連携に努めなければならな

い。 

  

指定一般相談支援事業者

は、「10 利用者負担額等の受

領」に規定する額のほか、曖

昧な名目による不適切な費用

の徴収を行うことはできない

が、利用者の直接便益を向上

させるものについては、次の

要件を満たす場合に、利用者

に金銭の支払を求めることは

差し支えない。 

① 指定地域相談支援のサー

ビス提供の一環として行わ

れるものではないサービス

の提供に要する費用である

こと。 

② 利用者に求める金額、そ

の使途及び金銭の支払を求

める理由について記載した

書面を利用者に交付し、説

明を行うとともに、当該利

用者の同意を得ているこ

と。 
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 指定障害福祉 

 居宅介護等（居宅介護、重度訪

問介護、行動援護、同行援護及

び重度障害者等包括支援） 

 

 

療養介護 

10 利用者負担額等の受領 ① 交通費の受領 

指定居宅介護等の提供に

関して、利用者負担額等のほ

か、利用者の選定により通常

の事業の実施地域以外の地

域の居宅において指定居宅

介護等を行う場合の交通費

（移動に要する実費）の支払

を利用者から受けることが

できる。 

② 領収証の交付 

  ①による額の支払を受け

た場合には当該利用者に対

して領収証を交付しなけれ

ばならない。 

③ 利用者の事前の同意 

  ①の費用の額に係るサー

ビスの提供に当たっては、あ

らかじめ、利用者に対し、当

該サービスの内容及び費用

について説明を行い、当該利

用者の同意を得なければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① その他受領が可能な費用

の範囲 

指定療養介護事業者は、利

用者負担額等のほか、指定療

養介護において提供される

便宜に要する費用のうち、 

ア 日用品費 

イ 日常生活においても通

常必要となるものに係る

費用であって、支給決定障

害者に負担させることが

適当と認められるもの 

の支払を受けることができ

るが、介護給付費の対象とな

っているサービスと明確に

区分されない曖昧な名目に

よる費用の支払を受けるこ

とは認められない。 

② 領収証の交付 

  ①による額の支払を受け

た場合には当該利用者に対

して領収証を交付しなけれ

ばならない。 

③ 利用者の事前の同意 

  ①の費用の額に係るサー

ビスの提供に当たっては、あ

らかじめ、利用者に対し、当

該サービスの内容及び費用

について説明を行い、当該利

用者の同意を得なければな

らない。 
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サービス事業者 

 

生活介護 

 

 

短期入所 

自立訓練(機能訓練)等（自立訓

練(機能訓練)、就労移行支援、

就労継続支援Ａ型及び就労継

続支援Ｂ型） 

① その他受領が可能な費用

の範囲 

指定生活介護事業者は、

利用者負担額等のほか、指

定生活介護において提供さ

れる便宜に要する費用のう

ち、 

ア 食事の提供に要する費

用 

イ 創作活動に係る材料費 

ウ 日用品費 

エ 日常生活においても通

常必要となるものに係る

費用であって、支給決定

障害者に負担させること

が適当と認められるもの 

の支払を受けることができ

るが、介護給付費等の対象

となっているサービスと明

確に区分されない曖昧な名

目による費用の支払を受け

ることは認められない。 

② 領収証の交付 

  ①による額の支払を受け

た場合には当該利用者に対

して領収証を交付しなけれ

ばならない。 

③ 利用者の事前の同意 

  ①の費用の額に係るサー

ビスの提供に当たっては、

あらかじめ、利用者に対し、

当該サービスの内容及び費

用について説明を行い、当

該利用者の同意を得なけれ

ばならない。 

① その他受領が可能な費用

の範囲 

指定短期入所事業者は、利

用者負担額等のほか、指定短

期入所において提供される

便宜に要する費用のうち、 

 ア 食事の提供に要する費

用 

 イ 光熱水費 

 ウ 日用品費 

エ 日常生活においても通

常必要となるものに係る

費用であって、支給決定障

害者等に負担させること

が適当と認められるもの 

の支払を受けることができ

るが、介護給付費等の対象と

なっているサービスと明確

に区分されない曖昧な名目

による費用の支払を受ける

ことは認められない。 

② 領収証の交付 

①による額の支払を受け

た場合には当該利用者に対

して領収証を交付しなけれ

ばならない。 

③ 利用者の事前の同意 

  ①の費用の額に係るサー

ビスの提供に当たっては、あ

らかじめ、利用者に対し、当

該サービスの内容及び費用

について説明を行い、当該利

用者の同意を得なければな

らない。 

① その他受領が可能な費用

の範囲 

指定自立訓練（機能訓練）

等事業者は、利用者負担額等

のほか、指定自立訓練（機能

訓練）等において提供される

便宜に要する費用のうち、 

 ア 食事の提供に要する費

用 

 イ 日用品費 

ウ 日常生活においても通

常必要となるものに係る

費用であって、利用者に負

担させることが適当と認

められるもの 

の支払を受けることができ

るが、訓練等給付費等の対象

となっているサービスと明

確に区分されない曖昧な名

目による費用の支払を受け

ることは認められない。 

② 領収証の交付 

  ①による額の支払を受け

た場合には当該利用者に対

して領収証を交付しなけれ

ばならない。 

③ 利用者の事前の同意 

  ①の費用の額に係るサー

ビスの提供に当たっては、あ

らかじめ、利用者に対し、当

該サービスの内容及び費用

について説明を行い、当該利

用者の同意を得なければな

らない。 
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 指定障害福祉サービス事業者（続き） 

 自立訓練（生活訓練） 共同生活援助 

10 利用者 

者負担額 

等の受領 

（続き） 

① 指定宿泊型自立訓練以外の指定自立訓練（生

活訓練）におけるその他受領が可能な費用の範

囲 

指定自立訓練（生活訓練）事業者は、利用者

負担額等のほか、指定自立訓練（生活訓練）に

おいて提供される便宜に要する費用のうち、 

 ア 食事の提供に要する費用 

 イ 日用品費 

ウ 日常生活においても通常必要となるもの

に係る費用であって、利用者に負担させるこ

とが適当と認められるもの 

の支払を受けることができるが、訓練等給付費

等の対象となっているサービスと明確に区分

されない曖昧な名目による費用の支払を受け

ることは認められない。 

② 指定宿泊型自立訓練におけるその他受領が

可能な費用の範囲 

指定自立訓練（生活訓練）事業者は、利用者

負担額等のほか、指定自立訓練（生活訓練）に

おいて提供される便宜に要する費用のうち、 

 ア 食事の提供に要する費用 

 イ 光熱水費 

 ウ 居室の提供を行ったことに伴い必要とな

る費用 

エ 日常生活においても通常必要となるもの

に係る費用であって、利用者に負担させるこ

とが適当と認められるもの 

の支払を受けることができるが、訓練等給付費

等の対象となっているサービスと明確に区分

されない曖昧な名目による費用の支払を受け

ることは認められない。 

③ 領収証の交付 

  ①及び②による額の支払を受けた場合には

当該利用者に対して領収証を交付しなければ

ならない。 

④ 利用者の事前の同意 

  ①及び②の費用の額に係るサービスの提供

に当たっては、あらかじめ、利用者に対し、当

該サービスの内容及び費用について説明を行

い、当該利用者の同意を得なければならない。 

① その他受領が可能な費用

の範囲 

指定共同生活援助事業者

は、利用者負担額等のほか、

指定共同生活援助において

提供される便宜に要する費

用のうち、 

ア 食材料費 

イ 家賃 

ウ 光熱水費 

エ 日用品費 

オ 日常生活においても通

常必要となるものに係る

費用であって、支給決定障

害者に負担させることが

適当と認められるもの 

の支払を受けることができ

るが、訓練等給付費等の対象

となっているサービスと明

確に区分されない曖昧な名

目による費用の支払を受け

ることは認められない。 

② 領収証の交付 

  ①による額の支払を受け

た場合には当該利用者に対

して領収証を交付しなけれ

ばならない。 

③ 利用者の事前の同意 

  ①の費用の額に係るサー

ビスの提供に当たっては、あ

らかじめ、利用者に対し、当

該サービスの内容及び費用

について説明を行い、当該利

用者の同意を得なければな

らない。 
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指定障害者支援施設 

① その他受領が可能な費用の範囲 

指定障害者支援施設は、利用者負担額等のほか、施設障害福祉サービスにおいて提供される

便宜に要する費用のうち、当該施設障害福祉サービスの種類ごとに、次に掲げる費用の支払を

受けることができるが、介護給付費等の対象となっているサービスと明確に区分されない曖昧

な名目による費用の支払を受けることは認められない。 

 ア 生活介護を行う場合 

  (Ⅰ) 食事の提供に要する費用 

  (Ⅱ) 創作的活動に係る材料費 

(Ⅲ) 日用品費 

(Ⅳ) その他の日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、利用者に負担

させることが適当と認められるもの 

 イ 自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型を行う

場合 

  (Ⅰ) 食事の提供に要する費用 

  (Ⅱ) 日用品費 

(Ⅲ) その他の日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、利用者に負担

させることが適当と認められるもの 

ウ 施設入所支援を行う場合 

  (Ⅰ) 食事の提供に要する費用及び光熱水費 

  (Ⅱ) 利用者が選定する特別な個室（国若しくは地方公共団体の負担若しくは補助又はこれ

らに準ずるものを受けて建築され、買収され、又は改造されたものを除く。）の提供を行

ったことに伴い必要となる費用 

  (Ⅲ) 被服費 

(Ⅳ) 日用品費 

(Ⅴ) その他の日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、利用者に負担

させることが適当と認められるもの 

② 領収証の交付 

  ①による額の支払を受けた場合には、当該利用者に対して領収証を交付しなければならな

い。 

③ 利用者の事前の同意 

  ①の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者に対し、当該サービ

スの内容及び費用について説明を行い、当該利用者の同意を得なければならない。 
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 指定一般相談支援事業者 指定特定相談支援事業者 

10 利用者負担額等の受領 

（続き） 

① 交通費の受領 

指定地域相談支援の提供

に関して、法定代理受領を行

わない場合の地域相談支援

給付費のほか、地域相談支援

給付決定障害者の選定によ

り通常の事業の実施地域以

外の地域の利用者を訪問し

て指定地域相談支援を行う

場合の交通費（移動に要する

実費）の支払を地域相談支援

給付決定障害者から受ける

ことができる。 

② 領収証の交付 

  ①による額の支払を受け

た場合には、地域相談支援給

付決定障害者に対して領収

証を交付しなければならな

い。 

③ 利用者の事前の同意 

  ①の費用の額に係るサー

ビスの提供に当たっては、あ

らかじめ、地域相談支援給付

決定障害者に対し、当該サー

ビスの内容及び費用につい

て説明を行い、地域相談支援

給付決定障害者の同意を得

なければならない。 

 

① 交通費の受領 

指定計画相談支援の提供

に関して、法定代理受領を行

わない場合の計画相談支援

給付費のほか、計画相談支援

対象障害者等の選定により

通常の事業の実施地域以外

の地域の居宅において指定

計画相談支援を行う場合の

交通費（移動に要する実費）

の支払を計画相談支援対象

障害者等から受けることが

できる。 

② 領収証の交付 

  ①による額の支払を受け

た場合には、計画相談支援対

象障害者等に対して領収証

を交付しなければならない。 

③ 利用者の事前の同意 

  ①の費用の額に係るサー

ビスの提供に当たっては、あ

らかじめ、指定計画相談支援

対象障害者等に対し、当該サ

ービスの内容及び費用につ

いて説明を行い、計画相談支

援対象障害者等の同意を得

なければならない。 
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指定障害児相談支援事業者   

① 交通費の受領 

指定計画相談支援の提供

に関して、法定代理受領を

行わない場合の障害児相談

支援給付費のほか、障害児

相談支援対象保護者の選定

により通常の事業の実施地

域以外の地域の居宅におい

て指定障害児相談支援を行

う場合の交通費（移動に要

する実費）の支払を障害児

相談支援対象保護者から受

けることができる。 

② 領収証の交付 

  ①による額の支払を受け

た場合には、障害児相談支

援対象保護者に対して領収

証を交付しなければならな

い。 

③ 障害児相談支援対象保護

者の事前の同意 

  ①の費用の額に係るサー

ビスの提供に当たっては、

あらかじめ、障害児相談談

支援対象保護者に対し、当

該サービスの内容及び費用

について説明を行い、障害

児相談支援対象保護者の同

意を得なければならない。 
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 指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 

11 介護給付費等の額に係る

通知等 

① 利用者への通知 

  指定障害福祉サービス事

業者は、市町村から法定代理

受領を行う指定障害福祉サ

ービスに係る介護給付費等

の支給を受けた場合には、利

用者に対し、当該利用者に係

る介護給付費等の額を通知

しなければならない。 

② サービス提供証明書の利

用者への交付 

  法定代理受領を行わない

場合の利用者負担額等の支

払を受けた場合には、提供し

た指定障害福祉サービスの

内容、費用の額その他利用者

が市町村に対し介護給付費

等を請求する上で必要と認

められる事項を記載したサ

ービス提供証明書を利用者

に交付しなければならない。 

① 利用者への通知 

  指定障害者支援施設は、市

町村から法定代理受領を行

う施設障害福祉サービスに

係る介護給付費等の支給を

受けた場合は、支給決定障害

者に対し、当該支給決定障害

者に係る介護給付費等の額

を通知しなければならない。 

② サービス提供証明書の利

用者への交付 

  法定代理受領を行わない

場合の利用者負担額等の支

払を受けた場合には、提供し

た施設障害福祉サービスの

内容、費用の額その他利用者

が市町村に対し介護給付費

等を請求する上で必要と認

められる事項を記載したサ

ービス提供証明書を利用者

に交付しなければならない。 
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指定一般相談支援事業者 指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 

① 利用者への通知 

  指定一般相談支援事業者

は、市町村から法定代理受

領により指定地域相談支援

に係る地域相談支援給付費

の支給を受けた場合には、

地域相談支援給付決定障害

者に対し、当該地域相談支

援給付決定障害者に係る地

域相談支援給付費の額を通

知しなければならない。 

② サービス提供証明書の利

用者への交付 

  法定代理受領を行わない

場合の地域相談支援給付費

の支払を受けた場合には、

提供した指定地域相談支援

の内容、費用の額その他地

域相談支援給付決定障害者

が市町村に対し地域相談支

援給付費を請求する上で必

要と認められる事項を記載

したサービス提供証明書を

利用者に交付しなければな

らない。 

① 利用者への通知 

  指定特定相談支援事業者

は、市町村から法定代理受領

により指定計画相談支援に

係る計画相談支援給付費の

支給を受けた場合には、計画

相談支援対象障害者等に対

し、当該計画相談支援対象障

害者等に係る計画相談支援

給付費の額を通知しなけれ

ばならない。 

② サービス提供証明書の利

用者への交付 

  法定代理受領を行わない

場合の計画相談支援給付費

の支払を受けた場合には、提

供した指定計画相談支援の

内容、費用の額その他計画相

談支援対象障害者等が市町

村に対し計画相談支援給付

費を請求する上で必要と認

められる事項を記載したサ

ービス提供証明書を利用者

に交付しなければならない。 

① 障害児相談支援対象保護

者への通知 

  指定障害児相談支援事業

者は、市町村から法定代理受

領により指定障害児相談支

援に係る障害児相談支援給

付費の支給を受けた場合に

は、障害児相談支援対象保護

者に対し、当該障害児相談支

援対象保護者に係る障害児

相談支援給付費の額を通知

しなければならない。 

② サービス提供証明書の障

害児相談支援対象保護者へ

の交付 

  法定代理受領を行わない

場合の障害児相談支援給付

費の支払を受けた場合には、

提供した指定障害児相談支

援の内容、費用の額その他障

害児相談支援対象保護者が

市町村に対し障害児相談支

援給付費を請求する上で必

要と認められる事項を記載

したサービス提供証明書を

障害児相談支援対象保護者

に交付しなければならない。 
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 指定障害福祉 

 

居宅介護等（居宅介護、重度訪

問介護、同行援護及び行動援

護） 

療養介護等（療養介護、生活介

護、自立訓練(機能訓練)、自立

訓練(生活訓練)、就労移行支

援、就労継続支援Ａ型及び就労

継続支援Ｂ型） 

12 取扱方針 ① 基本取扱方針 

指定居宅介護等は、漫然か

つ画一的に提供されること

がないよう、個々の利用者の

身体その他の状況及びその

置かれている環境に応じて

適切に提供されなければな

らない。 

提供された指定居宅介護

等については、目標達成の度

合いや利用者の満足度等に

ついて常に評価を行うとと

もに、居宅介護計画等の見直

しを行うなど、その改善を図

らなければならない。 

② 具体的取扱方針 

  指定居宅介護等の提供に

当たっては、介護技術の進歩

に対応した適切なサービス

が提供できるよう、常に新し

い技術を習得する等、研鑽を

行うべきものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取扱方針 

① 指定療養介護等事業者は、

療養介護計画等に基づき、利

用者の心身の状況等に応じ

て、その者の支援を適切に行

うとともに、指定療養介護等

の提供が漫然かつ画一的な

ものとならないよう配慮し

なければならない。 

② 指定療養介護等事業所の

従業者は、指定療養介護等の

提供に当たっては、懇切丁寧

を旨とし、利用者又はその家

族に対し、支援上必要な事項

（指定療養介護計画等の目

標及び内容のほか、行事及び

日課等も含む。）について、

理解しやすいように説明を

行わなければならない。 

③ 指定療養介護等事業者は、

自らその提供する指定療養

介護等の質の評価を行うこ

とはもとより、第三者による

外部評価の導入を図るよう

努め、常にサービスを提供す

る事業者としての質の改善

を図らなければならない。 
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サービス事業者 

 

 

短期入所 

 

 

 

 

重度障害者等包括支援 

 

 

共同生活援助 

取扱方針 

① 指定短期入所は、利用者

の身体その他の状況及びそ

の置かれている環境に応じ

適切に提供されなければな

らない。 

② 指定短期入所事業所の従

業者は、指定短期入所の提

供に当たっては、懇切丁寧

を旨とし、利用者又はその

介護を行う者に対し、サー

ビスの提供方法等（指定短

期入所の内容や利用期間内

の行事及び日課等も含む。）

について、理解しやすいよ

うに説明を行わなければな

らない。 

③ 指定短期入所事業者は、

その提供する指定短期入所

の質の評価を行い、常にそ

の改善を図らなければなら

ない。 

取扱方針 

① 指定重度障害者等包括支

援事業者は、サービス利用計

画に基づき、利用者が自立し

た日常生活又は社会生活を

営むことができるよう、当該

利用者の身体その他の状況

及びその置かれている環境

に応じて、その者の支援を適

切に行うとともに、指定重度

障害者等包括支援の提供が

漫然かつ画一的なものとな

らないよう配慮しなければ

ならない。 

② 指定重度障害者等包括支

援事業所の従業者は、指定重

度障害者等包括支援の提供

に当たっては、懇切丁寧を旨

とし、利用者又はその家族に

対し、支援上必要な事項につ

いて、理解しやすいように説

明を行わなければならない。 

③ 指定重度障害者等包括支

援事業者自らが、指定重度障

害者等包括支援として提供

する障害福祉サービスに係

る利用者や家族の満足度等

について常に評価・点検をす

ることにより、サービスの改

善及び質の向上を図らなけ

ればならない。 

取扱方針 

① 指定共同生活援助事業者

は、共同生活援助計画に基づ

き、利用者が地域において日

常生活を営むことができる

よう、当該利用者の身体及び

精神の状況並びにその置か

れている環境に応じて、その

者の支援を適切に行うとと

もに、指定共同生活援助の提

供が漫然かつ画一的なもの

とならないよう配慮しなけ

ればならない。 

② 指定共同生活援助事業者

は、入居前の体験的な利用を

希望する者に対して指定共

同生活援助の提供を行う場

合には、共同生活援助計画に

基づき、当該利用者が、継続

した指定共同生活援助の利

用に円滑に移行できるよう

配慮するとともに、継続して

入居している他の利用者の

処遇に支障がないようにし

なければならない。 

③ 指定共同生活援助事業所

の従業者は、指定共同生活援

助の提供に当たっては、懇切

丁寧を旨とし、利用者又はそ

の家族に対し、支援上必要な

事項について、理解しやすい

ように説明を行わなければ

ならない。 

④ 指定共同生活援助事業者

は、その提供する指定共同生

活援助の質の評価を行い、常

にその改善を図らなければ

ならない。 
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指定障害者支援施設 

指定一般相談 
 地域移行支援 
12 取扱方針（続き） 取扱方針 

① 指定障害者支援施設は、施
設障害福祉サービス計画に
基づき、利用者の心身の状況
等に応じて、その者の支援を
適切に行うとともに、施設障
害福祉サービスの提供が漫
然かつ画一的なものとなら
ないよう配慮しなければな
らない。 

② 指定障害者支援施設の従
業者は、施設障害福祉サービ
スの提供に当たっては、懇切
丁寧を旨とし、利用者又はそ
の家族に対し、支援上必要な
事項（施設障害福祉サービス
計画の目標及び内容のほか、
行事及び日課等も含む。）に
ついて、理解しやすいように
説明を行わなければならな
い。 

③ 指定障害者支援施設は、自
らその提供する施設障害福
祉サービスの質の評価を行
うことはもとより、第三者に
よる外部評価の導入を図る
よう努め、常にサービスを提
供する施設としての質の改
善を図らなければならない。 

具体的取扱方針 
① 指定地域移行支援事業者
による地域移行支援計画の
作成等 

  指定地域移行支援事業所
の管理者は、基本相談支援に
関する業務及び地域移行支
援計画の作成に関する業務
その他指定地域移行支援に
関する業務を指定地域移行
支援従事者に担当させるも
のとする。 

② 相談支援専門員による技
術的指導及び助言 

  指定地域移行支援事業所
の管理者は、相談支援専門員
に、相談支援専門員以外の指
定地域移行支援従事者に対
して、利用者の状況に応じた
適切かつ効果的な支援を行
うための技術的指導及び助
言を行わせるものとする。 

③ 指定地域移行支援の基本
的留意点 

  指定地域移行支援は、利用
者及びその家族の主体的な
参加及び自らの課題の解決
に向けての意欲の醸成と相
まって行われることが重要
である。このためには、指定
地域移行支援について利用
者及びその家族の十分な理
解が求められるものであり、
指定地域移行支援の提供に
当たっては、利用者の立場に
立って懇切丁寧に行うこと
を旨とし、サービスの提供方
法等について理解しやすい
ように説明を行うことが肝
要である。また、必要に応じ
て、同じ障害を有する者によ
る支援等適切な手法を通じ
て行うものとする。 
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支援事業者 
指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 

指定地域定着支援 
具体的取扱方針 
① 指定地域定着支援従事者
による地域定着支援台帳の
作成 

  指定地域定着支援事業所
の管理者は、基本相談支援
に関する業務及び地域定着
支援台帳の作成に関する業
務その他指定地域定着支援
に関する業務を指定地域定
着支援従事者に担当させる
ものとする。 

② 相談支援専門員による技
術的指導及び助言 

  指定地域定着支援事業所
の管理者は、相談支援専門
員に、相談支援専門員以外
の指定地域定着支援従事者
に対して、利用者の状況に
応じた適切な支援を行うた
めの技術的指導及び助言を
行わせるものとする。 

③ 指定地域定着支援の基本
的留意点 

  指定地域定着支援は、緊
急時等に利用者の家族の協
力が必要となる場合が想定
されること等から、指定地
域定着支援について利用者
及びその家族の十分な理解
が求められるものであり、
指定地域定着支援の提供に
当たっては、利用者の立場
に立って懇切丁寧に行うこ
とを旨とし、サービスの提
供方法等について理解しや
すいように説明を行うこと
が肝要である。また、必要
に応じて、同じ障害を有す
る者による支援等適切な手
法を通じて行うものとす
る。 

具体的取扱方針 
 利用者に係るアセスメント
の実施、サービス等利用計画案
の作成、サービス担当者会議の
開催、サービス等利用計画の作
成、サービス等利用計画の実施
状況の把握などの指定計画相
談支援を構成する一連の業務
のあり方及び当該業務を行う
相談支援員の責務を明らかに
したものであり、次に掲げると
ころによるものとする。 
① 相談支援専門員によるサ
ービス等利用計画の作成等 

② 指定計画相談支援の基本
的留意点 

③ サービス等利用計画作成
の基本理念 

④ 継続的かつ計画的な福祉
サービス等の利用 

⑤ 総合的なサービス等利用
計画の作成 

⑥ 利用者等によるサービス
の選択 

⑦ アセスメントの実施 
⑧ アセスメントにおける留
意点 

⑨ サービス等利用計画案の
作成 

⑩ サービス等利用計画案の
説明及び同意 

⑪ サービス等利用計画案の
交付 

⑫ サービス担当者会議の開
催等による専門的意見の聴
取 

⑬ サービス担当者会議を踏
まえたサービス等利用計画
案の説明及び同意 

⑭ サービス等利用計画の交
付 

⑮ サービス等利用計画の実
施状況等の把握及び評価等 

⑯ モニタリングの実施 
⑰ サービス等利用計画の変
更 

⑱ 指定障害者支援施設等へ
の紹介その他の便宜の提供 

⑲ 指定障害者支援施設等と
の連携 

具体的取扱方針 
 障害児に係るアセスメント
の実施、障害児支援利用計画案
の作成、サービス担当者会議の
開催、障害児支援利用計画の作
成、障害児支援利用計画の実施
状況の把握などの指定障害児
相談支援を構成する一連の業
務のあり方及び当該業務を行
う相談支援専門員の責務を明
らかにしたものであり、次に掲
げるところによるものとする。 
① 相談支援専門員による障
害児支援利用計画の作成 

② 指定障害児相談支援の基
本的留意点 

③ 障害児支援利用計画作成
の基本理念 

④ 継続的かつ計画的な福祉
サービス等の利用 

⑤ 総合的な障害児支援利用
計画の作成 

⑥ 障害児等によるサービス
の選択 

⑦ アセスメントの実施 
⑧ アセスメントにおける留
意点 

⑨ 障害児支援利用計画案の
作成 

⑩ 障害児支援利用計画案の
説明及び同意 

⑪ 障害児支援利用計画案の
交付 

⑫ サービス担当者会議の開
催等による専門的意見の聴
取 

⑬ サービス担当者会議を踏
まえた障害児支援利用計画
案の説明及び同意 

⑭ 障害児支援利用計画の交
付 

⑮ 障害児支援利用計画の実
施状況等の把握及び評価等 

⑯ モニタリングの実施 
⑰ 障害児支援利用計画の変
更 

⑱ 指定障害児入所施設等へ
の紹介その他の便宜の提供 

⑲ 指定障害児入所施設等と

の連携 

 



- 48 - 

 

 

 指定障害福祉サービス 
 

居宅介護等（居宅介護、重度訪
問介護、同行援護及び行動援護） 

療養介護等（療養介護、生活介護、
自立訓練(機能訓練)、自立訓練(生
活訓練)、就労移行支援、就労継続
支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型及び共
同生活援助） 

13 個別支援計画等の
作成等 

居宅介護等計画の作成 
サービス提供責任者の中心的

な業務である居宅介護等計画の
作成について規定したものであ
り、サービス提供責任者は、指
定特定相談支援事業者等が作成
したサービス等利用計画を踏ま
えて、当該指定居宅介護等事業
所以外の保健医療サービス又は
その他の福祉サービス等との連
携も含め、居宅介護等計画の原
案を作成し、居宅介護等計画に
基づく支援を実施するものであ
る。 
 なお、居宅介護等計画は次の
点に留意して作成されるもので
ある。 
① サービス提供責任者は、居
宅介護等計画の目標や内容等
については、利用者及びその
家族に、理解しやすい方法で
説明を行うとともに、その実
施状況や評価についても説明
を行うものとする。 

② 居宅介護等計画の作成に当
たっては、利用者の状況を把
握・分析し、居宅介護等の提
供によって解決すべき課題を
明らかにし（アセスメント）、
これに基づき、援助の方向性
や目標を明確にし、担当する
従業者の氏名、従業者が提供
するサービスの具体的内容、
所要時間、日程等を明らかに
するものとする。 

③ 居宅介護等計画を作成した
際には、遅滞なく利用者に交
付しなければならない。 

④ サービス提供責任者は、他
の従業者の行うサービスが居
宅介護等計画に沿って実施さ
れているかについて把握する
とともに、助言、指導等必要
な管理を行なわなければなら
ない。 

療養介護等計画の作成等 
① 療養介護等計画 

サービス管理責任者が作成す
べき療養介護等計画について規
定している。 
療養介護等計画は、利用者及び

その家族の生活に対する意向、総
合的な支援の方針、生活全般の質
を向上させるための課題、指定障
害福祉サービスの目標及びその
達成時期、指定療養介護等を提供
する上での留意事項等を記載し
た書面である。 
また、療養介護等計画は、利用

者の置かれている環境及び日常
生活全般の状況等の評価を通じ
て利用者の希望する生活や課題
等の把握を行い、利用者が自立し
た日常生活を営むことができる
よう支援する上での適切な支援
内容の検討に基づいて立案され
るものである。 

② サービス管理責任者の役割 
  サービス管理責任者は、指定特
定相談支援事業者等が作成した
サービス等利用計画を踏まえて、
当該指定療養介護等事業所以外
の保健医療サービス又はその他
の福祉サービス等との連携も含
めて、療養介護等計画の原案を作
成し、以下の手順により療養介護
等計画に基づく支援を実施する
ものである。 

 ア 利用者に対する指定療養介
護等の提供に当たる担当者を
招集して行う会議を開催し、療
養介護等計画の原案について
意見を求めること 

 イ 療養介護等計画の原案の内
容について、利用者及びその家
族に対して説明し、文書により
当該利用者の同意を得ること 

 ウ 利用者へ当該療養介護等計
画を交付すること 

 エ 当該療養介護等計画の実施
状況の把握及び療養介護等計
画の見直すべきかどうかにつ
いての検討（当該検討は少なく
とも６月に１回以上行われ、必
要に応じて療養介護等計画の
変更を行う必要があること。）
を行うこと 
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事業者 

指定障害者支援施設 

 
 

重度障害者等包括支援 
 
 
サービス利用計画の作成 
 サービス提供責任者は、利
用者又は障害児の保護者の日
常生活全般の状況及び希望等
を踏まえて、週を単位として、
具体的なサービスの内容等を
記載したサービス利用計画を
作成しなければならない。 
① 基本方針 
  サービス利用計画は、利
用者の日常生活全般を支援
する観点に立って作成する
ことが重要であることか
ら、その作成に当たっては、
利用者及びその家族につい
てのアセスメント（利用者
について、その置かれてい
る環境及び日常生活全般の
状況等の評価を通じて利用
者の希望する生活や利用者
が自立した日常生活を営む
ことができるよう支援する
上で解決すべき課題等を把
握することをいう。）に基づ
き、指定重度障害者等包括
支援として提供する障害福
祉サービス以外の保健医療
サービス、地域生活支援事
業等の市町村が一般施策と
して行うサービス又は当該
地域の住民による自発的な
活動によるサービス等の利
用も含めサービス利用計画
に位置付けることにより総
合的な計画となるよう努め
ること。 

② 作成の手順 
③ 利用者の意向の尊重 
④ 解決すべき課題の適切な
把握 

 

施設障害福祉サービス計画の作成等 
① サービス管理責任者が作成すべき施設障害福祉サービス計
画について規定している。 

  施設障害福祉サービス計画は、利用者及びその家族の生活
に対する意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を向上さ
せるための課題、施設障害福祉サービスの目標及びその達成
時期、施設障害福祉サービスを提供する上での留意事項等を
記載した書面である。 

  また、施設障害福祉サービス計画は、その置かれている環
境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望す
る生活や課題等の把握を行い、利用者が自立した日常生活を
営むことができるよう支援する上での適切な支援内容の検討
に基づいて立案されるものである。 

② サービス管理責任者の役割 
  サービス管理責任者は、特定相談支援事業者等が作成した
サービス等利用計画を踏まえて、当該指定障害者支援施設以
外の保健医療サービス又はその他の福祉サービス等との連携
も含めて、施設障害福祉サービス計画の原案を作成し、以下
の手順により施設障害福祉サービス計画に基づく支援を実施
するものである。 

 ア 利用者に対する施設障害福祉サービス計画の提供に当た
る担当者を招集して行う会議を開催し、施設障害福祉サー
ビス計画の原案について意見を求めること 

 イ 当該施設障害福祉サービス計画の原案の内容について、
利用者及びその家族に対して説明し、文書により当該利用
者の同意を得ること 

 ウ 利用者へ当該施設障害福祉サービス計画を交付すること 
 エ 当該施設障害福祉サービス計画の実施状況の把握及び施

設障害福祉サービス計画を見直すべきかどうかについての
検討（当該検討は、昼間、生活介護又は就労継続支援Ｂ型
を利用するものにあっては少なくとも６月に１回以上、自
立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）又は就労移行支
援を利用するものにあっては少なくとも３月に１回以上行
われ、必要に応じて施設障害福祉サービス計画の変更を行
う必要があること。）を行うこと 
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 指定一般相談支援事業者 
 地域移行支援 地域定着支援 
13 個別支援計画
等の作成等 

（続き） 

地域移行支援計画の作成等 
① 地域移行支援計画 
  指定地域移行支援従事者が作成
すべき地域移行支援計画について
規定している。 

  地域移行支援計画は、利用者及
びその家族の生活に対する意向、
総合的な支援の方針、生活全般の
質を向上させるための課題、指定
地域移行支援の目標及びその達成
時期、指定地域移行支援を提供す
る上での留意事項等を記載した書
面である。 

  また、地域移行支援計画は、利
用者の心身の状況、その置かれて
いる環境及び日常生活全般の状況
等の評価を通じて利用者の希望す
る生活や課題等の把握（アセスメ
ント）を行い、利用者が自立した
日常生活を営むことができるよう
支援する上での適切な支援内容の
検討に基づいて立案されるもので
ある。 

② 指定地域移行支援従事者の役割 
  地域移行支援従事者は、指定特
定相談支援事業者が作成したサー
ビス等利用計画を踏まえて、当該
指定地域移行支援事業所以外の保
健医療サービス又はその他の福祉
サービス等との連携も含めて、地
域移行支援計画の原案を作成し、
以下の手順により地域移行支援計
画に基づく支援を実施するもので
ある。 

 ア 利用者に係る障害者支援施設
等、精神科病院、救護施設等、
刑事施設等、保護観察所又は地
域生活定着支援センターにおけ
る担当者を招集して行う会議
（計画作成会議）を開催し、地
域移行支援計画の原案について
意見を求めること 

 イ 当該地域移行支援計画の原案
の内容について、利用者及びそ
の家族に対して説明し、文書に
より当該利用者の同意を得るこ
と 

 ウ 利用者に対して地域移行支援
計画を交付すること 

 エ 適宜、当該地域移行支援計画
の実施状況の把握及び当該地域
移行支援計画を見直すべきかど
うかについての検討を行い、必
要に応じて地域移行支援計画の
変更を行うこと 

地域定着支援台帳の作成等 
指定地域定着支援従事者は、利用

者の心身の状況、その置かれている
環境、緊急時において必要となる当
該利用者の家族等及び当該利用者
が利用する指定障害福祉サービス
事業者等、医療機関その他の関係機
関の連絡先その他の利用者に関す
る情報を記載した地域定着支援台
帳を作成しなければならない。 
 地域定着支援台帳は、その置かれ
ている環境及び日常生活全般の状
況等の評価を通じて利用者の希望
する生活や課題等の把握（アセスメ
ント）を行い、緊急時等に適切な対
応を行うために作成するものであ
る。 
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指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 
 
 

「12 具体的取扱方針」中、 
① 相談支援専門員によるサ
ービス等利用計画の作成等 

  指定特定相談支援事業所
の管理者は、基本相談支援
に関する業務及びサービス
等利用計画の作成に関する
業務を相談支援専門員に担
当させるものとする。 

⑨ サービス等利用計画案の
作成 

  相談支援専門員は、サー
ビス等利用計画が利用者の
生活の質に直接影響する重
要なものであることを十分
に認識し、サービス等利用
計画案を作成しなければな
らない。したがって、サー
ビス等利用計画案は、利用
者及びその家族の希望並び
に利用者について把握され
た解決すべき課題をまず明
らかにした上で、当該地域
における指定障害福祉サー
ビス等又は指定地域相談支
援が提供される体制を勘案
し、実現可能なものとする
必要がある。 

  なお、当該サービス等利
用計画案には、提供される
福祉サービス等について、
その長期的な目標及びそれ
を達成するための短期的な
目標並びにそれらの達成時
期、市町村に対するモニタ
リング期間に係る提案等を
明確に盛り込む必要があ
る。特に、モニタリング期
間については、利用する予
定のサービスの種類のみを
もって一律に設定すること
のないよう利用者の心身の
状況等を勘案した上で、柔
軟かつ適切に提案するもの
とする。その上で、当該達
成時期にはモニタリングの
実施によりサービス等利用
計画及び各指定障害福祉サ
ービス等又は指定地域相談
支援の評価を行い得るよう
にすることが重要である。 

 
 
 
 

「12 具体的取扱方針」中、 
① 相談支援専門員による障
害児支援利用計画の作成 

  指定障害児相談支援事業
所の管理者は、障害児支援利
用計画の作成に関する業務
を相談支援専門員に担当さ
せるものとする。 

⑨ 障害児支援利用計画案の
作成 

  相談支援専門員は、障害児
支援利用計画が障害児の生
活の質に直接影響する重要
なものであることを十分に
認識し、障害児支援利用計画
案を作成しなければならな
い。したがって、障害児支援
利用計画案は、障害児及びそ
の家族の希望並びに障害児
について把握された解決す
べき課題をまず明らかにし
た上で、当該地域における指
定通所支援が提供される体
制を勘案し、実現可能なもの
とする必要がある。 

  なお、当該障害児支援利用
計画案には、提供される福祉
サービス等について、その長
期的な目標及びそれを達成
するための短期的な目標並
びにそれらの達成時期、市町
村に対するモニタリング期
間に係る提案等を明確に盛
り込む必要がある。特に、モ
ニタリング期間については、
利用する予定のサービスの
種類のみをもって一律に設
定することのないよう障害
児の心身の状況等を勘案し
た上で、柔軟かつ適切に提案
するものとする。その上で、
当該達成時期にはモニタリ
ングの実施により障害児支
援利用計画及び指定通所支
援の評価を行い得るように
することが重要である。 
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 指定障害福祉サービス事業者 

居宅介護等（居宅介護、重度訪

問介護、同行援護、行動援護、

生活介護、短期入所、重度障害

者等包括支援、自立訓練(機能

訓練)、自立訓練(生活訓練)、

就労移行支援、就労継続支援Ａ

型、就労継続支援Ｂ型及び共同

生活援助） 

療養介護 

14 緊急時等の対応 従業者が現に指定居宅介護

等の提供を行っているときに、

利用者に病状の急変が生じた

場合その他必要な場合は、運営

規程に定められた緊急時等の

対応方法に基づき、速やかに医

療機関への連絡を行う等の必

要な措置を講じなければなら

ない。 

指定療養介護事業所は、現に

指定療養介護の提供を行って

いるときに、利用者に病状の急

変が生じた場合その他必要な

場合は、運営規程に定められた

緊急時等の対応方法に基づき、

その他の専門医療機関への連

絡を行うなどの必要な措置を

講じなければならない。 

 

 指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 

15 支給決定障害者等に関す

る市町村への通知 

（支給決定障害者等に関する

市町村への通知） 

障害者総合支援法第８条第

１項の規定により、市町村は、

偽りその他不正な手段によっ

て自立支援給付費の支給を受

けた者があるときは、その者か

ら、その支給を受けた額に相当

する金額の全部又は一部を徴

収することができることに鑑

み、指定障害福祉サービス事業

者は、その利用者が偽りその他

不正な手段によって自立支援

給付費の支給を受け、又は受け

ようとしたときは、自立支援給

付費の適正化の観点から、遅滞

なく、意見を付して市町村に通

知しなければならない。 

 

（支給決定障害者に関する市

町村への通知） 

障害者総合支援法第８条第

１項の規定により、市町村は、

偽りその他不正な手段によっ

て介護給付費等の支給を受け

た者があるときは、その者か

ら、その支給を受けた額に相当

する金額の全部又は一部を徴

収することができることに鑑

み、指定障害者支援施設は、そ

の利用者が偽りその他不正な

手段によって介護給付費等の

支給を受け、又は受けようとし

たときは、介護給付費等の適正

化の観点から遅滞なく、意見を

付して市町村に通知しなけれ

ばならない。 
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指定障害者支援施設 

 

 

 

 

   

指定障害者支援施設が、現

に施設障害福祉サービスの提

供を行っているときに、利用

者に病状の急変が生じた場合

その他必要な場合は、運営規

程に定められた緊急時等の対

応方法に基づき、医療機関へ

の連絡を行うなどの必要な措

置を講じなければならない。 

   

 

指定一般相談支援事業者 指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 

（地域相談支援給付決定障害

者に関する市町村への通知） 

障害者総合支援法第８条第

１項の規定により、市町村は、

偽りその他不正な手段によっ

て自立支援給付の支給を受け

た者があるときは、その者か

ら、その支給を受けた額に相

当する金額の全部又は一部を

徴収することができることに

鑑み、指定一般相談支援事業

者は、その地域相談支援給付

決定障害者が偽りその他不正

な手段によって地域相談支援

給付費の支給を受け、又は受

けようとしたときは、遅滞な

く、意見を付して市町村に通

知しなければならない。 

 

（計画相談支援対象障害者等

に関する市町村への通知） 

障害者総合支援法第８条第

１項の規定により、市町村は、

偽りその他不正な手段によっ

て自立支援給付の支給を受け

た者があるときは、その者か

ら、その支給を受けた額に相当

する金額の全部又は一部を徴

収できるものであり、指定特定

相談支援事業者は、その計画相

談支援対象障害者等が偽りそ

の他不正な手段によって計画

相談支援給付費の支給を受け、

又は受けようとしたときは、遅

滞なく、意見を付して市町村に

通知しなければならない。 

（障害児相談支援対象保護者

に関する市町村への通知） 

児童福祉法第 57 条の２第１

項の規定により、市町村は、偽

りその他不正な手段によって

障害児相談支援給付費の支給

を受けた者があるときは、その

者から、その支給を受けた額に

相当する金額の全部又は一部

を徴収できるものであり、指定

障害児相談支援事業者は、その

障害児相談支援対象保護者が

偽りその他不正な手段によっ

て障害児相談支援給付費の支

給を受け、又は受けようとした

ときは、遅滞なく、意見を付し

て市町村に通知しなければな

らない。 
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 指定障害福祉サービス事業者 

指定障害者支援施設 

 

居宅介護等（居宅介護、

重度訪問介護、同行援

護及び行動援護） 

療養介護等（療養介護、

生活介護、短期入所、

重度障害者等包括支

援、自立訓練(機能訓

練)、自立訓練(生活訓

練)、就労移行支援、就

労継続支援Ａ型、就労

継続支援Ｂ型及び共同

生活援助） 

16 管理者の責務等 （管理者の責務） 

指定居宅介護等事業

所の管理者は、従業者

及び業務の一元的管理

並びに従業者に運営に

関する基準を遵守させ

るための指揮命令を行

うものとする。 

（管理者の責務） 

指定療養介護等事業

所の管理者の責務とし

て、指定療養介護等事

業所の従業者の管理及

び指定療養介護等事業

所の業務の実施状況の

把握その他の管理を一

元的に行うとともに、

当該指定療養介護等事

業所の従業者に運営に

関する基準を遵守させ

るため必要な指揮命令

を行うものとする。 

（管理者による管理） 

指定障害者支援施

設の管理者の責務と

して、当該施設の従業

者の管理及び当該施

設の実施状況の把握

その他の管理を一元

的に行うとともに、当

該施設の従業者に運

営に関する基準の規

定を遵守させるため

必要な指揮命令を行

うものとする。 

 

 指定障害福祉サービス 

 居宅介護等（居宅介護、

重度訪問介護、同行援

護及び行動援護） 

療養介護等（療養介護、生活介護、自立訓練(機

能訓練)、自立訓練(生活訓練)、就労移行支援、

就労継続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型） 

17 サービス提供責

任者等の責務 

（サービス提供責任者

の責務） 

 指定居宅介護等事業

所のサービス提供責任

者は、指定居宅介護等

の利用の申込みに係る

調整、従業者に対する

技術指導等のサービス

の内容の管理を行うも

のとする。 

（サービス管理責任者の責務） 

 サービス管理責任者は、療養介護等計画の作

成のほか、次の業務を担うものである。 

① 利用申込みに際し、当該利用者に係る他の

障害福祉サービス等の提供状況の把握を行

うこと 

② 利用者の心身の状況、その置かれている環

境等に照らし、利用者が自立した日常生活を

営むことができるよう定期的に検討すると

ともに、自立した日常生活を営むことができ

ると認められる利用者に対し、必要な支援を

行うこと 

③ 他の従業者に対して、指定療養介護等の提

供に係る技術的な指導及び助言を行うこと 
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指定一般相談支援 

事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定特定相談支援 

事業者 

 

 

 

 

指定障害児相談支援 

事業者 

 

 

（管理者の責務） 

指定地域相談支援

事業所の管理者は、指

定地域移行支援等従

事者その他の従事者

及び業務の一元的管

理並びに指定地域移

行支援等従事者に運

営に関する基準を遵

守させるための指揮

命令を行うものとす

る。 

 

 

（管理者の責務） 

指定特定相談支援事

業所の管理者は、従業

者及び業務の一元的管

理並びに従業者に運営

に関する基準を遵守さ

せるための指揮命令を

行うものとする。 

（管理者の責務） 

指定障害児相談支援

事業所の管理者は、従

業者及び業務の一元的

管理並びに従業者に運

営に関する基準を遵守

させるための指揮命令

を行うものとする。 

 

 

事業者 

指定障害者支援施設 
 

共同生活援助 

 

（サービス管理責任者の責務） 

指定共同生活援助は主として夜間において

サービスを提供するものであるが、指定共同生

活援助事業所におけるサービス管理責任者は、

利用者が充実した日常生活を営むことができ

るよう、共同生活援助計画の作成及び療養介護

等の①～③に掲げる業務のほか、日中活動サー

ビス等に関する情報提供や日中活動サービス

事業所等との連絡調整など、特に、利用者が円

滑に日中活動サービス等を利用するための支

援を行わなければならない。 

（サービス管理責任者の責務） 

 サービス管理責任者は、施設障害福祉サービ

ス計画の作成のほか、次の業務を担うものであ

る。 

① 利用申込みに際し、当該利用者に係る他の

障害福祉サービス等の提供状況の把握を行

うこと 

② 指定障害者支援施設等を退所し、自立した

日常生活を営むことが可能かどうか、定期的

に検討するとともに、自立した日常生活を営

むことが可能とと認められる利用者に対し、

地域生活への移行へ向けた支援を行うこと 

③ 他の従業者に対して、施設障害福祉サービ

スの提供に係る技術的な指導及び助言を行

うこと 
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 指定障害福祉 
  

居宅介護等（居宅介護、重度訪問介護、同行援
護及び行動援護） 
 
 

療養介護 

18 運営規程  指定居宅介護等事業者は、指定居宅介護等事
業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての
重要事項に関する運営規程を定めておかなけ
ればならない。 
① 事業の目的及び運営の方針 
② 従業者の職種、員数及び職務の内容 
③ 営業日及び営業時間 
④ 指定居宅介護等の内容並びに支給決定障
害者等から受領する費用の種類及びその額 

⑤ 通常の事業の実施地域 
  通常の事業の実施地域は、客観的にその区
域が特定されるものとすること。なお、通常
の事業の実施地域は、利用申込みに係る調整
等の観点からの目安であり、当該地域を越え
てサービスが行われることを妨げるもので
はないこと。（以下、他のサービス種類につ
いても同趣旨） 

⑥ 緊急時等における対応方法 
⑦ 事業の主たる対象とする障害の種類を定
めた場合には当該障害の種類 

  指定居宅介護等事業者は、障害種別等にか
かわらず利用者を受け入れることを基本と
するが、指定居宅介護等の提供に当たって
は、利用者の障害特性に応じた専門性に十分
配慮する必要があることから、提供するサー
ビスの専門性を確保するため、特に必要があ
る場合において、あらかじめ、障害種別によ
り「主たる対象者」を定めることができるこ
ととしたものである。この場合、当該対象者
から指定居宅介護等の利用に係る申込みが
あった場合には、正当な理由なく指定居宅介
護等の提供を拒んではならないものである
こと。（以下、他のサービス種類についても
同趣旨） 

⑧ 虐待の防止のための措置に関する事項 
  指定居宅介護等事業者は、利用者に対する
虐待を早期に発見して迅速かつ適切な対応
が図られるための必要な措置について、あら
かじめ運営規程に定めることとしたもので
ある。具体的には、 

 ア 虐待の防止に関する責任者の選定 
 イ 成年後見制度の利用支援 
 ウ 苦情解決体制の整備 
 エ 従業者に対する虐待の防止を啓発・普及

するための研修の実施（研修方法や研修計
画など） 

等を指すものであること。（以下、他のサー
ビス種類についても同趣旨） 

⑨ その他運営に関する重要事項 

 指定療養介護事業者は、指定
療養介護事業所ごとに、次に掲
げる事業の運営についての重
要事項に関する運営規程を定
めておかなければならない。 
① 事業の目的及び運営の方
針 

② 従業者の職種、員数及び職
務の内容 

③ 利用定員 
  利用定員は、指定療養介護
の事業の専用の病室のベッ
ト数と同数とすること。な
お、複数の指定療養介護の単
位が設置されている場合に
あっては、当該指定療養介護
の単位ごとに利用定員を定
める必要があること。 

④ 指定療養介護の内容並び
に支給決定障害者から受領
する費用の種類及びその額 

⑤ サービス提供に当たって
の留意事項 

⑥ 緊急時における対応方法 
⑦ 非常災害対策 
⑧ 事業の主たる対象とする
障害の種類を定めた場合に
は当該障害の種類 

⑨ 虐待の防止のための措置
に関する事項 

⑩ その他運営に関する重要
事項 
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サービス事業者 
生活介護等（生活介護、自立
訓練(機能訓練)、自立訓練(生
活訓練)、就労移行支援、就労
継続支援Ａ型及び就労継続支
援Ｂ型） 

短期入所 重度障害者等包括支援 

 指定生活介護等事業者は、
指定生活介護等事業所ごと
に、次に掲げる事業の運営に
ついての重要事項に関する運
営規程を定めておかなければ
ならない。 
① 事業の目的及び運営の方
針 

② 従業者の職種、員数及び
職務の内容 

③ 営業日及び営業時間 
④ 利用定員 
  利用定員は、指定生活介
護等事業所において同時に
指定生活介護等の提供を受
けることができる利用者の
数の上限をいうものである
こと。なお、複数の指定生
活介護等の単位が設置され
ている場合にあっては、当
該指定生活介護等の単位ご
とに利用定員を定める必要
があること。 

⑤ 指定生活介護等の内容及
び支給決定障害者から受領
する費用の種類及びその額 

⑥ 通常の事業の実施地域 
⑦ サービスの利用に当たっ
ての留意事項 

⑧ 緊急時等における対応方
法 

⑨ 非常災害対策 
⑩ 事業の主たる対象とする
障害の種類を定めた場合に
は当該障害の種類 

⑪ 虐待の防止のための措置
に関する事項 

⑫ その他運営に関する重要
事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 指定短期入所事業者は、次に
掲げる事業の運営についての
重要事項に関する運営規程を
定めておかなければならない。 
① 事業の目的及び運営の方
針 

② 従業者の職種、員数及び職
務の内容 

③ 利用定員 
  空床利用型事業所を除く
短期入所事業所にあっては、
利用定員は指定短期入所の
事業の専用の居室のベット
数と同数とすること。 

④ 指定短期入所の内容並び
に支給決定障害者等から受
領する費用の種類及びその
額 

⑤ サービス利用に当たって
の留意事項 

⑥ 緊急時等における対応方
法 

⑦ 非常災害対策 
⑧ 事業の主たる対象とする
障害の種類を定めた場合に
は当該障害の種類 

⑨ 虐待の防止のための措置
に関する事項 

⑩ その他運営に関する重要
事項 

 

 指定重度障害者等包括支援
事業者は、指定重度障害者等包
括支援事業所ごとに、次に掲げ
る事業の運営についての重要
事項に関する運営規程を定め
ておかなければならない。 
① 事業の目的及び運営の方
針 

② 従業者の職種、員数及び職
務の内容 

③ 指定重度障害者等包括支
援を提供できる利用者の数 

④ 指定重度障害者等包括支
援の内容並びに支給決定障
害者等から受領する費用の
種類及びその額 

⑤ 通常の事業の実施地域 
⑥ 緊急時等における対応方
法 

⑦ 事業の主たる対象とする
利用者 

⑧ 虐待の防止のための措置
に関する事項 

⑨ その他運営に関する重要
事項 
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 指定障害福祉サービス事業者
（続き） 指定障害者支援施設 

 共同生活援助 
18 運営規程 

（続き） 
 指定共同生活援助事業者
は、指定共同生活援助事業所
ごとに、次に掲げる事業の運
営についての重要事項に関す
る運営規程を定めておかなけ
ればならない。 
① 事業の目的及び運営の方
針 

② 従業者の職種、員数及び
職務の内容 

③ 入居定員 
  入居定員とは、ユニット
ごとの入居定員、共同生活
住居ごとの入居定員（サテ
ライト型住居を設置してい
る場合は当該サテライト型
住居の入居定員を別掲す
る。）及び指定共同生活援助
事業所が有する共同生活住
居の入居定員の合計数をい
うものであり、それぞれ運
営規程に定めなければなら
ないものであること。 

  なお、入居定員には体験
利用に係る利用者も含むも
のであるので、今まで使用
してない居室等を活用して
体験利用を行う場合は、新
たに届け出ること。 

④ 指定共同生活援助の内容
並びに支給決定障害者から
受領する費用の種類及びそ
の額 

⑤ 入居に当たっての留意事
項 

⑥ 緊急時等における対応方
法 

⑦ 非常災害対策 
⑧ 事業の主たる対象とする
障害の種類を定めた場合に
は当該障害の種類 

⑨ 虐待の防止のための措置
に関する事項 

⑩ その他運営に関する重要
事項 

 指定障害者支援施設は、次に掲げる施設の運
営についての重要事項に関する運営規程を定
めておかなければならない。 
① 指定障害者支援施設の目的及び運営の方
針 

② 提供する施設障害福祉サービスの種類 
③ 従業者の職種、員数及び職務の内容 
④ 昼間実施サービスに係る営業日及び営業
時間 

⑤ 提供する施設障害福祉サービスの種類ご
との利用定員 

  利用定員は、施設障害福祉サービスの種類
ごとに定めるものとし、具体的には次のとお
りとすること。 

 ア 昼間実施サービス 
   同時に昼間実施サービスの提供を受け

ることができる利用者の数の上限をいう
ものであること。なお、複数の生活介護の
単位が設置されている場合にあっては、当
該生活介護の単位ごとに利用定員を定め
る必要があること。 

 イ 施設入所支援 
   施設入所支援の事業の専用の居室のベ

ット数と同数とすること。なお、複数の施
設入所支援の単位が設置されている場合
にあっては、当該施設入所支援の単位ごと
に利用定員を定める必要があること。 

⑥ 提供する施設障害福祉サービスの種類ご
との内容並びに支給決定障害者から受領す
る費用の種類及びその額 

⑦ 昼間実施サービスに係る通常の事業の実
施地域 

  指定障害者支援施設が定める通常の送迎
の実施地域は、客観的にその区域が特定され
るものとすること。なお、指定障害者支援施
設へは利用者自ら通うことを基本としてい
るが、生活介護の利用者のうち、障害の程度
等により自ら通所することが困難な利用者
に対しては、円滑な生活介護の利用が図られ
るよう、当該指定障害者支援施設が送迎を実
施するなどの配慮を行う必要があること。 

⑧ サービスの利用に当たっての留意事項 
⑨ 緊急時等における対応方法 
⑩ 非常災害対策 
⑪ 提供する施設障害福祉サービスの種類ご
とに主たる対象とする障害の種類を定めた
場合には当該障害の種類 

⑫ 虐待の防止のための措置に関する事項 
⑬ その他運営に関する重要事項 
  利用者又は他の利用者等の生命又は身体
を保護するため緊急やむを得ない場合に身
体的拘束等を行う際の手続について定めて
おくことなど苦情解決の体制等について定
めておくことが望ましい。 
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指定一般相談支援事業者 

 
指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 

 指定一般相談支援事業者
は、指定地域相談支援事業所
ごとに、次に掲げる事業の運
営についての重要事項に関す
る運営規程を定めておかなけ
ればならない。 
① 事業の目的及び運営の方
針 

② 従業者の職種、員数及び
職務の内容 

③ 営業日及び営業時間 
④ 指定地域相談支援の提供
方法及び内容並びに地域相
談支援給付決定障害者から
受領する費用及びその額 

⑤ 通常の事業の実施地域 
⑥ 事業の主たる対象とする
障害の種類を定めた場合に
は当該障害の種類 

⑦ 虐待の防止のための措置
に関する事項 

⑧ その他運営に関する重要
事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 指定特定相談支援事業者は、
指定特定相談支援事業所ごと
に、次に掲げる事業の運営につ
いての重要事項に関する運営
規程を定めておかなければな
らない。 
① 事業の目的及び運営の方
針 

② 従業者の職種、員数及び職
務の内容 

③ 営業日及び営業時間 
④ 指定計画相談支援の提供
方法及び内容並びに計画相
談支援対象障害者等から受
領する費用及びその額 

⑤ 通常の事業の実施地域 
⑥ 事業の主たる対象とする
障害の種類を定めた場合に
は当該障害の種類 

⑦ 虐待の防止のための措置
に関する事項 

⑧ その他運営に関する重要
事項 

 

 指定障害児相談支援事業者
は、指定障害児相談支援事業所
ごとに、次に掲げる事業の運営
についての重要事項に関する
運営規程を定めておかなけれ
ばならない。 
① 事業の目的及び運営の方
針 

② 従業者の職種、員数及び職
務の内容 

③ 営業日及び営業時間 
④ 指定障害児相談支援の提
供方法及び内容並びに障害
児相談支援対象保護者から
受領する費用及びその額 

⑤ 通常の事業の実施地域 
⑥ 事業の主たる対象とする
障害の種類を定めた場合に
は当該障害の種類 

⑦ 虐待の防止のための措置
に関する事項 

⑧ その他運営に関する重要
事項 
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 指定障害福祉サービス事業者 
 

居宅介護等（居宅介護、
重度訪問介護、同行援護
及び行動援護） 

療養介護等（療養介護、
生活介護、短期入所、自
立訓練(機能訓練)、自立
訓練(生活訓練)、就労移
行支援、就労継続支援Ａ
型及び就労継続支援Ｂ
型） 

共同生活援助 

19 勤務体制
の確保等 

① 指定居宅介護等事
業者は、利用者に対
し、適切な指定居宅介
護等を提供できるよ
う、指定居宅介護等事
業所ごとに、従業者の
体制を定めておかな
ければならない。 

  指定居宅介護等事
業所ごとに、原則とし
て月ごとの勤務表を
作成し、従業者につい
ては、日々の勤務時
間、職務の内容、常
勤・非常勤の別、管理
者との兼務関係、サー
ビス提供責任者であ
る旨等を明確にする
こと。 

② 指定居宅介護等事
業者は、指定居宅介護
等事業所ごとに、当該
指定居宅介護等事業
所の従業者によって
指定居宅介護等を提
供しなければならな
い。 

  指定居宅介護等事
業所の従業者とは、雇
用契約その他の契約
により、当該事業所の
管理者の指揮命令下
にある従業者を指す
ものであること。 

③ 指定居宅介護等事
業者は、従業者の資質
の向上のために、その
研修の機会を確保し
なければならない。 

① 指定療養介護等事業
者は、利用者に対し、
適切な指定療養介護等
を提供できるよう、指
定療養介護等事業所ご
とに、従業者の体制を
定めておかなければな
らない。 

  指定療養介護等事業
所ごとに、原則として
月ごとの勤務表を作成
し、従事者の日々の勤
務時間、常勤・非常勤
の別、管理者との兼務
関係等を明確にするこ
と。 

② 指定療養介護等事業
者は、指定療養介護等
事業所ごとに、当該指
定療養介護等事業所の
従業者によって指定居
宅介護等を提供しなけ
ればならない。 
ただし、調理業務、

洗濯等の利用者に対す
るサービス提供に直接
影響を及ぼさない業務
については、第三者へ
の委託等を行うことを
認めるものであるこ
と。 

③ 指定療養介護等事業
者は、従業者の資質の
向上のために、その研
修の機会を確保しなけ
ればならない。 

① 指定共同生活援助事
業者は、利用者に対し、
適切な指定共同生活援
助を提供できるよう、
指定共同生活援助事業
所ごとに、従業者の勤
務の体制を定めておか
なければならない。 

  世話人、生活支援員
及びサービス管理責任
者の日々の勤務体制、
常勤・非常勤の別、管
理者等との兼務関係等
を事業所ごとに明確に
すること。 

  また、指定共同生活
援助の利用者の安定し
た日常生活を確保する
観点から、共同生活住
居ごとに担当の世話人
を定めるなど、支援の
継続性を重視した指定
共同生活援助の提供に
配慮すべきこと。 

② 指定共同生活援助事
業者は、指定共同生活
援助事業所ごとに、当
該指定共同生活援助事
業所の従業者によって
指定共同生活援助を提
供しなければならな
い。 

  ただし、当該指定共
同生活援助事業者が業
務の管理及び指揮命令
を確実に行うことがで
きる場合は、指定共同
生活援助に係る生活支
援員の業務の全部又は
一部を他の事業者に委
託することができるこ
と。 

③ 指定共同生活援助事
業者は、従業者の資質
の向上のために、その
研修の機会を確保しな
ければならない。 
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指定障害者支援施設 
 
 
 
 

 
 
 

指定一般相談支援 
事業者 

 
 
 

指定特定相談支援 
事業者 

 
 
 
指定障害児相談支援 

事業者 

① 指定障害者支援
施設は、利用者に対
し、適切な施設障害
福祉サービスを提
供できるよう、施設
障害福祉サービス
の種類ごとに、従業
者の勤務の体制を
定めておかなけれ
ばならない。 
指定障害者支援

施設ごとに、原則と
して月ごとの勤務
表を作成し、従事者
の日々の勤務時間、
常勤・非常勤の別、
管理者との兼務関
係等を明確にする
こと。 

② 指定障害者支援
施設は、施設障害福
祉サービスの種類
ごとに、当該指定障
害者支援施設の従
業者によって施設
障害福祉サービス
を提供しなければ
ならない。 

  ただし、洗濯等の
利用者への介護・支
援に直接影響を及
ぼさない業務につ
いては、第三者への
委託等を行うこと
を認めるものであ
ること。 

③ 指定障害者支援
施設は、従業者の資
質の向上のために、
その研修の機会を
確保しなければな
らない。 

① 指定一般相談支援
事業者は、利用者に
対し、適切な指定地
域相談支援を提供で
きるよう、指定地域
相談支援事業所ごと
に、指定地域移行支
援等従事者その他の
従業者の勤務の体制
を定めておかなけれ
ばならない。 
指定地域相談支援

事業所ごとに、原則
として月ごとの勤務
表を作成し、指定地
域移行支援等従事者
その他の従業者につ
いては、日々の勤務
時間、職務の内容、
常勤・非常勤の別、
管理者との兼務関係
等を明確にするこ
と。 

② 指定一般相談支援
事業者は、指定地域
相談支援事業所ごと
に、当該指定地域移
行支援等従事者によ
って指定地域相談支
援を提供しなければ
ならない。 

  指定地域相談支援
事業所の従業者と
は、雇用契約その他
の契約により、当該
事業所の管理者の指
揮命令下にある従業
者を指すものである
こと。 

③ 指定地域相談支援
事業者は、指定地域
移行支援等従事者の
資質の向上のため
に、その研修の機会
を確保しなければな
らない。 

 
 

① 指定特定相談支援
事業者は、利用者等
に対し、適切な指定
計画相談支援を提供
できるよう、指定特
定相談支援事業所ご
とに、相談支援専門
員その他の従業者の
勤務の体制を定めて
おかなければならな
い。 
指定特定相談支援

事業所ごとに、原則
として月ごとの勤務
表を作成し、従業者
については、日々の
勤務時間、職務の内
容、常勤・非常勤の
別、管理者との兼務
関係等を明確にする
こと。 

② 指定特定相談支援
事業者は、指定特定
相談支援事業所ごと
に、当該指定特定相
談支援事業所の相談
支援専門員に指定計
画相談支援の業務を
担当させなければな
らない。 

  指定特定相談支援
事業所の従業者と
は、雇用契約その他
の契約により、当該
事業所の管理者の指
揮命令下にある従業
者を指すものである
こと。 

③ 指定特定相談支援
事業者は、相談支援
員の資質の向上のた
めに、その研修の機
会を確保しなければ
ならない。 

① 指定障害児相談
支援事業者は、障害
児等に対し、適切な
指定障害児相談支
援を提供できるよ
う、指定障害児相談
支援事業所ごとに、
相談支援専門員そ
の他の従業者の勤
務の体制を定めて
おかなければなら
ない。 
指定障害児相談

支援事業所ごとに、
原則として月ごと
の勤務表を作成し、
従業者については、
日々の勤務時間、職
務の内容、常勤・非
常勤の別、管理者と
の兼務関係等を明
確にすること。 

② 指定障害児相談
支援事業者は、指定
障害児相談支援事
業所ごとに、当該指
定障害児相談支援
事業所の相談支援
専門員に指定障害
児相談支援の業務
を担当させなけれ
ばならない。 

  指定障害児相談
支援事業所の従業
者とは、雇用契約そ
の他の契約により、
当該事業所の管理
者の指揮命令下に
ある従業者を指す
ものであること。 

③ 指定障害児相談
支援事業者は、相談
支援員の資質の向
上のために、その研
修の機会を確保し
なければならない。 
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 指定障害福祉サービス事業者 

 

居宅介護等（居宅介護、重度訪

問介護、同行援護、行動援護及

び重度障害者等包括支援） 

療養介護等（療養介護、生活介

護、短期入所、自立訓練(機能

訓練)、自立訓練(生活訓練)、

就労移行支援、就労継続支援Ａ

型、就労継続支援Ｂ型及び共同

生活援助） 

20 衛生管理等 指定居宅介護等事業者は、従

業者の清潔の保持及び健康状

態の管理並びに指定居宅介護

等事業所の設備及び備品等の

衛生的な管理に努めなければ

ならない。 

 特に、指定居宅介護等事業者

は、従業者が感染源となること

を予防し、また従業者を感染の

危険から守るため、手指を洗浄

するための設備や使い捨ての

手袋等感染を予防するための

備品等を備えるなど対策を講

じる必要があること。 

指定療養介護等事業者は、従

業者の清潔の保持及び健康状

態の管理に努め、特に従業者が

感染源となることを予防し、ま

た従業者を感染の危険から守

るため、手指を洗浄するための

設備や使い捨ての手袋等感染

を予防するための備品等を備

えるなど対策を講ずるよう努

めなければならない。 

 このほか、次の点に留意する

ものとする。 

① 指定療養介護等事業者は、

感染症又は食中毒の発生及

びまん延を防止するための

措置等について、必要に応じ

て保健所の助言、指導を求め

るとともに、常に密接な連携

を保つこと。 

② 特にインフルエンザ対策、

腸管出血性大腸菌感染症対

策、レジオネラ症対策等につ

いては、その発生及びまん延

を防止するため適切な措置

を講じること。 

③ 空調設備等により事業所

内の適温の確保に努めるこ

と。 
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指定障害者支援施設 

 

 

 

指定一般相談支援 

事業者 

指定特定相談支援 

事業者 

指定障害児相談支援 

事業者 

指定障害者支援施

設は、従業者の清潔の

保持及び健康状態の

管理に努め、特に従業

者が感染源となるこ

とを予防し、また従業

者を感染の危険から

守るため、手指を洗浄

するための設備や使

い捨ての手袋等感染

を予防するための備

品等を備えるなど対

策を講ずるよう努め

なければならない。 

 このほか、次の点に

留意するものとする。 

① 指定障害者支援

施設は、感染症又は

食中毒の発生及び

まん延を防止する

ための措置等につ

いて、必要に応じて

保健所の助言、指導

を求めるとともに、

常に密接な連携を

保つこと。 

② 特にインフルエ

ンザ対策、腸管出血

性大腸菌感染症対

策、レジオネラ症対

策等については、そ

の発生及びまん延

を防止するため適

切な措置を講じる

こと。 

③ 空調設備等によ

り施設内の適温の

確保に努めること。 

指定一般相談支援事

業者は、従業者の清潔

の保持及び健康状態の

管理並びに指定地域相

談支援事業所の設備及

び備品等の衛生的な管

理に努めなければなら

ない。 

指定特定相談支援事

業者は、従業者の清潔

の保持及び健康状態の

管理並びに指定特定相

談支援事業所の設備及

び備品等の衛生的な管

理に努めなければなら

ない。 

指定障害児相談支

援事業者は、従業者の

清潔の保持及び健康

状態の管理並びに指

定障害児相談支援事

業所の設備及び備品

等の衛生的な管理に

努めなければならな

い。 
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 指定障害福祉サービス事業者 

指定障害者支援施設 

 

居宅介護等（居宅介護、

重度訪問介護、同行援

護、行動援護、療養介

護及び重度障害者等包

括支援） 

生活介護等（生活介護、

短期入所、自立訓練(機

能訓練)、自立訓練(生

活訓練)、就労移行支

援、就労継続支援Ａ型、

就労継続支援Ｂ型及び

共同生活援助） 

21 掲示等 （掲示） 

 指定居宅介護等事業

者は、指定居宅介護等

事業所の見やすい場所

に、運営規程の概要、

従業者の勤務の体制そ

の他の利用申込者のサ

ービスの選択に資する

と認められる重要事項

を掲示しなければなら

ない。 

（掲示） 

指定生活介護等事業

者は、指定生活介護等

事業所の見やすい場所

に、運営規程の概要、

従業者の勤務の体制、

協力医療機関その他の

利用申込者のサービス

の選択に資すると認め

られる重要事項を掲示

しなければならない。 

（掲示） 

指定障害者支援施

設は、指定障害者支援

施設の見やすい場所

に、運営規程の概要、

従業者の勤務の体制、

協力医療機関及び協

力歯科医療機関その

他の利用申込者のサ

ービスの選択に資す

ると認められる重要

事項を掲示しなけれ

ばならない。 
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指定一般相談支援事業者 

 

 

 

 

 

 

 

指定特定相談支援事業者 

 

 

 

指定障害児相談支援事業者 

（掲示等） 

① 指定一般相談支援事業者

は、指定地域相談事業所の

見やすい場所に、運営規程

の概要、基本相談支援及び

地域相談支援の実施状況、

指定地域移行支援等従事者

の有する資格、経験年数及

び勤務の体制その他の利用

申込者のサービスの選択に

資すると認められる重要事

項を掲示しなければならな

い。 

② 指定一般相談支援事業者

は、①の重要事項の公表に

努めなければならない。 

  なお、公表の方法につい

ては、ホームページによる

掲載等、適宜工夫すること。 

 

（掲示等） 

① 指定特定相談支援事業者

は、指定特定相談事業所の見

やすい場所に、運営規程の概

要、基本相談支援及び計画相

談支援の実施状況、相談支援

専門員の有する資格、経験年

数及び勤務の体制その他の

利用申込者のサービスの選

択に資すると認められる重

要事項を掲示しなければな

らない。 

② 指定計画相談支援事業者

は、①の重要事項の公表に努

めなければならない。 

  なお、公表の方法について

は、ホームページによる掲載

等、適宜工夫すること。 

（掲示等） 

① 指定障害児相談支援事業

者は、指定障害児相談事業所

の見やすい場所に、運営規程

の概要、障害児相談支援の実

施状況、相談支援専門員の有

する資格、経験年数及び勤務

の体制その他の利用申込者

のサービスの選択に資する

と認められる重要事項を掲

示しなければならない。 

② 指定障害児相談支援事業

者は、①の重要事項の公表に

努めなければならない。 

  なお、公表の方法について

は、ホームページによる掲載

等、適宜工夫すること。 
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 指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 
22 秘密保持等 ① 指定障害福祉サービス事

業所の従業者及び管理者は、
正当な理由がなく、その業務
上知り得た利用者又はその
家族の秘密を漏らしてはな
らない。 

② 指定障害福祉サービス事
業者は、従業者及び管理者で
あった者が、正当な理由がな
く、その業務上知り得た利用
者又はその家族の秘密を漏
らすことがないよう、必要な
措置を講じなければならな
い。 

  具体的には、指定障害福祉
サービス事業者は、当該指定
障害福祉サービス事業所の
従業者等が、従業者等でなく
なった後においてもこれら
の秘密を保持すべき旨を、従
業者との雇用時等に取り決
め、例えば違約金についての
定めを置くなどの措置を講
ずべきこととするものであ
る。 

③ 指定障害福祉サービス事
業者は、他の指定障害福祉サ
ービス事業者等に対して、利
用者又はその家族に関する
情報を提供する際は、あらか
じめ文書により当該利用者
又はその家族の同意を得て
おかなければならない。 

  この同意は、サービス提供
開始時に利用者及びその家
族から包括的な同意を得て
おくことで足りるものであ
る。 

① 指定障害者支援施設の従
業者及び管理者は、正当な理
由がなく、その業務上知り得
た利用者又はその家族の秘
密を漏らしてはならない。 

② 指定障害者支援施設は、従
業者及び管理者であった者
が、正当な理由がなく、その
業務上知り得た利用者又は
その家族の秘密を漏らすこ
とがないよう、必要な措置を
講じなければならない。 

  具体的には、指定障害者支
援施設は、当該指定障害者支
援施設の従事者等が、従業者
等でなくなった後において
もこれらの秘密を保持すべ
き旨を従業者の雇用時等に
取り決め、例えば違約金につ
いての定めを置くなどの措
置を講ずべきこととするも
のである。 

③ 指定障害者支援施設は、他
の指定障害福祉サービス事
業者等に対して、利用者又は
その家族に関する情報を提
供する際は、あらかじめ文書
により当該利用者又はその
家族の同意を得ておかなけ
ればならない。 

 

23 情報の提供等 （情報の提供等） 
① 指定障害福祉サービス事
業者は、指定障害福祉サービ
スを利用しようとする者が、
適切かつ円滑に利用するこ
とができるように、当該指定
障害福祉サービス事業者が
実施する事業の内容に関す
る情報の提供を行うよう努
めなければならない。 

② 指定障害福祉サービス事
業者は、当該指定障害福祉サ
ービス事業者について広告
をする場合においては、その
内容を虚偽又は誇大なもの
としてはならない。 

（情報の提供等） 
① 指定障害者支援施設は、当
該指定障害者支援施設を利
用しようとする者が、適切か
つ円滑に利用することがで
きるように、当該指定障害者
支援施設が実施する事業の
内容に関する情報の提供を
行うよう努めなければなら
ない。 

② 指定障害者支援施設は、当
該指定障害者支援施設につ
いて広告をする場合におい
ては、その内容を虚偽又は誇
大なものとしてはならない。 

 

 



- 67 - 

 

 

指定一般相談支援事業者 指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 
① 指定地域相談支援事業所
の従業者及び管理者は、正
当な理由がなく、その業務
上知り得た利用者又はその
家族の秘密を漏らしてはな
らない。 

② 指定一般相談支援事業者
は、従業者及び管理者であ
った者が、正当な理由がな
く、その業務上知り得た利
用者又はその家族の秘密を
漏らすことがないよう、必
要な措置を講じなければな
らない。 

  具体的には、指定一般相
談支援事業者は、当該指定
地域相談支援事業所の従業
者等が、従業者等でなくな
った後においてもこれらの
秘密を保持すべき旨を、従
業者の雇用時等に取り決
め、例えば違約金について
の定めを置くなどの措置を
講ずべきこととするもので
ある。 

③ 指定一般相談支援事業者
は、計画作成会議等におい
て、利用者又はその家族の
個人情報を用いる場合は、
あらかじめ文書により当該
利用者又はその家族の同意
を得ておかなければならな
い。 

  この同意は、サービス提
供開始時に利用者及びその
家族から包括的な同意を得
ておくことで足りるもので
ある。 

① 指定特定相談支援事業所
の従業者及び管理者は、正当
な理由がなく、その業務上知
り得た利用者又はその家族
の秘密を漏らしてはならな
い。 

② 指定特定相談支援事業者
は、従業者及び管理者であっ
た者が、正当な理由がなく、
その業務上知り得た利用者
又はその家族の秘密を漏ら
すことがないよう、必要な措
置を講じなければならない。 

  具体的には、指定特定相談
支援事業者は、当該指定特定
相談支援事業所の従業者等
が、従業者等でなくなった後
においてもこれらの秘密を
保持すべき旨を、従業者の雇
用時等に取り決め、例えば違
約金についての定めを置く
などの措置を講ずべきこと
とするものである。 

③ 指定特定相談支援事業者
は、サービス担当者会議等に
おいて、利用者又はその家族
の個人情報を用いる場合は、
あらかじめ文書により当該
利用者又はその家族の同意
を得ておかなければならな
い。 

  この同意は、サービス提供
開始時に利用者及びその家
族から包括的な同意を得て
おくことで足りるものであ
る。 

① 指定障害児相談支援事業
所の従業者及び管理者は、正
当な理由がなく、その業務上
知り得た障害児又はその家
族の秘密を漏らしてはなら
ない。 

② 指定障害児相談支援事業
者は、従業者及び管理者であ
った者が、正当な理由がな
く、その業務上知り得た障害
児又はその家族の秘密を漏
らすことがないよう、必要な
措置を講じなければならな
い。 

  具体的には、指定障害児相
談支援事業者は、当該指定障
害児相談支援事業所の従業
者等が、従業者等でなくなっ
た後においてもこれらの秘
密を保持すべき旨を、従業者
の雇用時等に取り決め、例え
ば違約金についての定めを
置くなどの措置を講ずべき
こととするものである。 

③ 指定障害児相談支援事業
者は、サービス担当者会議等
において、障害児又はその家
族の個人情報を用いる場合
は、あらかじめ文書により当
該障害児又はその家族の同
意を得ておかなければなら
ない。 

  この同意は、サービス提供
開始時に障害児及びその家
族から包括的な同意を得て
おくことで足りるものであ
る。 

（情報の提供等） 
① 指定一般相談支援事業者
は、当該指定地域相談支援
を利用しようとする者が、
これを適切かつ円滑に利用
することができるように、
当該指定一般相談支援事業
者が実施する事業の内容に
関する情報の提供を行うよ
う努めなければならない。 

② 指定一般相談支援事業者
は、当該一般相談支援事業
者について広告をする場合
においては、その内容を虚
偽のもの又は誇大なものと
してはならない。 

（広告） 
指定特定相談支援事業者は、

当該指定特定相談支援事業者
について広告をする場合にお
いては、その内容を虚偽のもの
又は誇大なものとしてはなら
ない。 

（広告） 
指定障害児相談支援事業者

は、当該指定障害児相談支援事
業者について広告をする場合
においては、その内容を虚偽の
もの又は誇大なものとしては
ならない。 
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 指定障害福祉サービス 

事業者 
指定障害者支援施設 

指定一般相談支援 

事業者 

24 利益供与等の禁

止 

（利益供与等の禁止） 

① 一般相談支援事業

者若しくは特定相談

支援事業者又は他の

障害福祉サービス事

業者等による障害福

祉サービス事業者等

の紹介が公正中立に

行われるよう、指定

障害福祉サービス事

業者は、一般相談支

援事業者若しくは特

定相談支援事業者又

は他の障害福祉サー

ビス事業者等に対

し、利用者に対して

当該指定障害福祉サ

ービス事業者を紹介

することの対償とし

て、金品その他の財

産上の利益を供与し

てはならない。 

② 利用者による一般

相談支援事業者若し

くは特定相談支援事

業者又は他の障害福

祉サービス事業者等

の選択が公正中立に

行われるよう、指定

障害福祉サービス事

業者は、一般相談支

援事業者若しくは特

定相談支援事業者又

は他の障害福祉サー

ビス事業者等から、

当該事業所を利用す

る利用者やサービス

提供が終了した利用

者等を紹介すること

の対償として、金品

その他の財産上の利

益を収受してはなら

ない。 

（利益供与等の禁止） 

① 一般相談支援事業

者若しくは特定相談

支援事業者又は他の

障害福祉サービス事

業者等による指定障

害者支援施設の紹介

が公正中立に行われ

るよう、指定障害者

支援施設は、一般相

談支援事業者若しく

は特定相談支援事業

者又は他の障害福祉

サービス事業者等に

対し、当該施設を紹

介することの対償と

して、金品その他の

財産上の利益を供与

してはならない。 

② 利用者による退所

後の一般相談支援事

業者若しくは特定相

談支援事業者又は他

の障害福祉サービス

事業者等の選択が公

正中立に行われるよ

う、指定障害者支援

施設は、一般相談支

援事業者若しくは特

定相談支援事業者又

は他の障害福祉サー

ビス事業者等又はそ

の従業者から、当該

施設からの退所者等

を紹介することの対

償として、金品その

他の財産上の利益を

収受してはならな

い。 

（利益供与等の禁止） 

① 指定特定相談支

援事業者若しくは

指定障害福祉サー

ビス事業者等によ

る指定一般相談支

援事業者の紹介が

公正中立に行われ

るよう、指定一般相

談支援事業者は、指

定特定相談支援事

業者又は障害福祉

サービス事業者等

に対し、利用者に対

して当該指定一般

相談支援事業者を

紹介することの対

償として、金品その

他の財産上の利益

を供与してはなら

ない。 

② 利用者による指

定特定相談支援事

業者、指定障害福祉

サービス事業者等

の選択が公正中立

に行われるよう、指

定一般相談支援事

業者は、指定特定相

談支援事業者又は

障害福祉サービス

事業者等から、当該

事業所を利用する

利用者やサービス

提供が終了した利

用者を紹介するこ

との対償として、金

品その他の財産上

の利益を収受して

はならない。 
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指定特定相談支援事業者 

 

指定障害児相談支援事業者 

（障害福祉サービス事業者等からの利益収受

等の禁止） 

① サービス等利用計画の作成又は変更に関

し、指定特定相談支援事業者及び指定特定相

談支援事業所の管理者が当該指定特定相談

支援事業所の相談支援専門員に利益誘導の

ために特定の福祉サービスの事業を行う者

等によるサービスを位置付ける旨の指示等

を行うことを禁じるものである。これは、サ

ービス等利用計画があくまで利用者の解決

すべき課題に即したものであることを要求

したものである。例えば、指定特定相談支援

事業者又は指定特定相談支援事業所の管理

者が、同一法人系列の福祉サービスの事業を

行う者のみを位置付けるように指示するこ

と等により、解決すべき課題に反するばかり

でなく、事実上他の福祉サービスの事業を行

う者の利用を妨げることを指すものである。 

② 指定特定相談支援事業所の相談支援専門

員が利用者に利益誘導のために特定の福祉

サービスの事業を行う者によるサービスを

利用すべき旨の指示等を行うことを禁止し

たものである。これも①と同様、相談支援の

公正中立をうたったものであり、例えば、指

定特定相談支援事業所の相談支援専門員が、

同一法人系列の福祉サービスの事業を行う

者のみを利用することを指示すること等に

より、解決すべき課題に反するばかりでな

く、事実上他の福祉サービスの事業を行う者

の利用を妨げることを指すものである。 

③ 計画相談支援の公正中立を確保するため

に、指定特定相談支援事業者及びその従業者

が、利用者に対して特定の福祉サービスの事

業を行う者等によるサービスを利用させる

ことの対償として、当該福祉サービスの事業

を行う者等から金品その他の財産上の利益

を享受してはならない。 

（指定障害児通所支援事業者等からの利益収

受等の禁止） 

① 障害児支援利用計画の作成又は変更に関

し、指定障害児相談支援事業者及び指定障害

児相談支援事業所の管理者が当該指定障害

児相談支援事業所の相談支援専門員に利益

誘導のために特定の福祉サービスの事業を

行う者等によるサービスを位置付ける旨の

指示等を行うことを禁じるものである。これ

は、障害児支援利用計画があくまで障害児の

解決すべき課題に即したものであることを

要求したものである。例えば、指定障害児相

談支援事業者又は指定障害児相談支援事業

所の管理者が、同一法人系列の福祉サービス

の事業を行う者のみを位置付けるように指

示すること等により、解決すべき課題に反す

るばかりでなく、事実上他の福祉サービスの

事業を行う者の利用を妨げることを指すも

のである。 

② 指定障害児相談支援事業所の相談支援専

門員が障害児等に利益誘導のために特定の

福祉サービスの事業を行う者によるサービ

スを利用すべき旨の指示等を行うことを禁

止したものである。これも①と同様、相談支

援の公正中立をうたったものであり、例え

ば、指定障害児相談支援事業所の相談支援専

門員が、同一法人系列の福祉サービスの事業

を行う者のみを利用することを指示するこ

と等により、解決すべき課題に反するばかり

でなく、事実上他の福祉サービスの事業を行

う者の利用を妨げることを指すものである。 

③ 相談支援の公正中立を確保するために、指

定障害児相談支援事業者及びその従業者が、

障害児等に対して特定の福祉サービスの事

業を行う者等によるサービスを利用させる

ことの対償として、当該福祉サービスの事業

を行う者等から金品その他の財産上の利益

を享受してはならない。 
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 指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 
25 苦情解決 ① 指定障害福祉サービス事

業者は、その提供した指定障
害福祉サービスに関する利
用者又はその家族からの苦
情に迅速かつ適切に対応す
るために、苦情を受け付ける
ための窓口を設置する等の
必要な措置を講じなければ
ならない。 

  必要な措置とは、具体的に
は、相談窓口、苦情解決の体
制及び手順等当該事業所に
おける苦情を解決するため
の措置を講ずることをいう
ものである。当該措置の概要
については、利用申込者にサ
ービスの内容を説明する文
書に記載し、事業所に掲示す
ることが望ましい。 

② 苦情に対し指定障害福祉
サービス事業所が組織とし
て迅速かつ適切に対応する
ため、当該苦情の受付日、内
容等を記録しなければなら
ない。 

  また、指定障害福祉サービ
ス事業所は、苦情がサービス
の質の向上を図る上での重
要な情報であるとの認識に
立ち、苦情の内容を踏まえ、
サービスの質の向上に向け
た取組を自ら行うべきであ
る。 

③ 住民に最も身近な行政庁
である市町村が、サービスに
関する苦情に対応する必要
が生じることから、市町村
が、指定障害福祉サービス事
業者に対する苦情に関する
調査や指導、助言を行えるこ
とを運営基準上、明確にした
ものである。 

④ 社会福祉法上、都道府県社
会福祉協議会の運営適正化
委員会が福祉サービスに関
する苦情の解決について相
談等を行うこととされてい
ることを受けて、運営適正化
委員会が行う調査又はあっ
せんにできる限り協力しな
ければならない。 

 
 
 

① 指定障害者支援施設は、そ
の提供した施設障害福祉サ
ービスに関する利用者又は
その家族からの苦情に迅速
かつ適切に対応するために、
苦情を受け付けるための窓
口を設置する等の必要な措
置を講じなければならない。 

  必要な措置とは、具体的に
は、相談窓口、苦情解決の体
制及び手順等指定障害者支
援施設における苦情を解決
するための措置を講ずるこ
とをいうものである。当該措
置の概要については、利用申
込者にサービスの内容を説
明する文書に記載し、当該施
設に掲示することが望まし
い。 

② 苦情に対し指定障害者支
援施設が組織として迅速か
つ適切に対応するため、当該
苦情の受付日、内容等を記録
しなければならない。 

  また、指定障害者支援施設
は、苦情がサービスの質の向
上を図る上での重要な情報
であるとの認識に立ち、苦情
の内容を踏まえ、サービスの
質の向上に向けた取組を自
ら行うべきである。 

③ 住民に最も身近な行政庁
である市町村が、サービスに
関する苦情に対応する必要
が生じることから、市町村
が、指定障害者支援施設に対
する苦情に関する調査や指
導、助言を行えることを運営
基準上、明確にしたものであ
る。 

④ 社会福祉法上、都道府県社
会福祉協議会の運営適正化
委員会が福祉サービスに関
する苦情の解決について相
談等を行うこととされてい
ることを受けて、運営適正化
委員会が行う調査又はあっ
せんにできる限り協力しな
ければならない。 
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指定一般相談支援事業者 指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 
① 指定一般相談支援事業者
は、その提供した指定地域
相談支援に関する利用者又
はその家族からの苦情に迅
速かつ適切に対応するため
に、苦情を受け付けるため
の窓口を設置する等の必要
な措置を講じなければなら
ない。 

  必要な措置とは、具体的
には、相談窓口、苦情解決
の体制及び手順等当該事業
所における苦情を解決する
ための措置を講ずることを
いうものである。当該措置
の概要については、利用申
込者にサービスの内容を説
明する文書に記載し、事業
所に掲示することが望まし
い。 

② 苦情に対し指定一般相談
支援事業者が組織として迅
速かつ適切に対応するた
め、当該苦情の受付日、内
容等を記録しなければなら
ない。 

  また、指定一般相談支援
事業者は、苦情がサービス
の質の向上を図る上での重
要な情報であるとの認識に
立ち、苦情の内容を踏まえ、
サービスの質の向上に向け
た取組を自ら行うべきであ
る。 
③ 住民に最も身近な行政
庁である市町村が、サー
ビスに関する苦情に対応
する必要が生じることか
ら、市町村が、指定一般
相談支援事業者に対する
苦情に関する調査や指
導、助言及び報告命令を
行えることを運営基準
上、明確にしたものであ
る。 

④ 社会福祉法上、都道府県
社会福祉協議会の運営適正
化委員会が福祉サービスに
関する苦情の解決について
相談等を行うこととされて
いることを受けて、運営適
正化委員会が行う調査又は
あっせんにできる限り協力
しなければならない。 

① 指定特定相談支援事業者
は、その提供した指定計画相
談支援又はサービス等利用
計画に位置付けた福祉サー
ビス等に関する利用者又は
その家族からの苦情に迅速
かつ適切に対応するために、
苦情を受け付けるための窓
口を設置する等の必要な措
置を講じなければならない。 

  当該措置の概要について
は、相談窓口の連絡先、苦情
処理の体制及び手順等を重
要事項を記した文書等に記
載して利用者に説明すると
ともに、事業所に掲示するこ
とが望ましい。 

② 苦情に対し指定特定相談
支援事業者が組織として迅
速かつ適切に対応するため、
当該苦情の受付日、内容等を
記録しなければならない。 

  また、指定特定相談支援事
業所は、苦情がサービスの質
の向上を図る上での重要な
情報であるとの認識に立ち、
苦情の内容を踏まえ、サービ
スの質の向上に向けた取組
を自ら行うべきである。 

③ 住民に最も身近な行政庁
である市町村が、サービスに
関する苦情に対応する必要
が生じることから、市町村
が、指定特定相談支援事業者
に対する苦情に関する調査
や指導、助言及び報告命令を
行えることを運営基準上、明
確にしたものである。 

④ 社会福祉法上、都道府県社
会福祉協議会の運営適正化
委員会が福祉サービスに関
する苦情の解決について相
談等を行うこととされてい
ることを受けて、運営適正化
委員会が行う調査又はあっ
せんにできる限り協力しな
ければならない。 

① 指定障害児相談支援事業
者は、その提供した指定障害
児相談支援又は障害児支援
利用計画に位置付けた福祉
サービス等に関する障害児
又はその家族からの苦情に
迅速かつ適切に対応するた
めに、苦情を受け付けるため
の窓口を設置する等の必要
な措置を講じなければなら
ない。 

  当該措置の概要について
は、相談窓口の連絡先、苦情
処理の体制及び手順等を重
要事項を記した文書等に記
載して障害児又はその家族
に説明するとともに、事業所
に掲示することが望ましい。 

② 苦情に対し指定障害児相
談支援事業者が組織として
迅速かつ適切に対応するた
め、当該苦情の受付日、内容
等を記録しなければならな
い。 

  また、指定障害児相談支援
事業所は、苦情がサービスの
質の向上を図る上での重要
な情報であるとの認識に立
ち、苦情の内容を踏まえ、サ
ービスの質の向上に向けた
取組を自ら行うべきである。 

③ 住民に最も身近な行政庁
である市町村が、サービスに
関する苦情に対応する必要
が生じることから、市町村
が、指定障害児相談支援事業
者に対する苦情に関する調
査や指導、助言及び報告命令
を行えることを運営基準上、
明確にしたものである。 

④ 社会福祉法上、都道府県社
会福祉協議会の運営適正化
委員会が福祉サービスに関
する苦情の解決について相
談等を行うこととされてい
ることを受けて、運営適正化
委員会が行う調査又はあっ
せんにできる限り協力しな
ければならない。 
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 指定障害福祉サービス事業者 指定障害者支援施設 
26 事故発生時の対応 利用者が安心して指定障害

福祉サービスの提供を受けら
れるよう、指定障害福祉サービ
ス事業者は、利用者に対する指
定障害福祉サービスの提供に
より事故が発生した場合は、市
町村及び当該利用者の家族等
に対して連絡を行うとともに
必要な措置を講じ、利用者に対
する指定障害福祉サービスの
提供により賠償すべき事故が
発生した場合は、損害賠償を速
やかに行わなければならない。 
このほか、次の点に留意する

ものとする。 
① 利用者に対する指定障害
福祉サービスの提供により
事故が発生した場合の対応
方法については、あらかじめ
指定障害福祉サービス事業
者が定めておくことが望ま
しいこと。 

② 指定障害福祉サービス事
業者は、賠償すべき事態にお
いて速やかに賠償を行うた
め、損害賠償保険に加入して
おくことが望ましいこと。 

③ 指定障害福祉サービス事
業者は、事故が発生した際に
はその原因を解明し、再発生
を防ぐための対策を講じる
こと。なお、「福祉サービス
における危機管理（リスクマ
ネジメント）に関する取り組
み指針」（平成 14 年３月 28
日福祉サービスにおける危
機管理に関する検討会）が示
されているので、参考にされ
たい。 

利用者が安心して施設障害
福祉サービスの提供を受けら
れるよう、指定障害者支援施設
は、利用者に対する施設障害福
祉サービスの提供により事故
が発生した場合は、速やかに市
町村及び当該利用者の家族等
に対して連絡を行う等の必要
な措置を講じるべきこととす
るとともに、事故の状況及び事
故に際して採った措置につい
て記録し、また、利用者に対す
る施設障害福祉サービスの提
供により賠償すべき事故が発
生した場合は、損害賠償を速や
かに行わなければならない。 
このほか、次の点に留意する

ものとする。 
① 指定障害者支援施設は、利
用者に対する施設障害福祉
サービスの提供により事故
が発生した場合の対応方法
については、あらかじめ定め
ておくことが望ましいこと。 

② 指定障害者支援施設は、賠
償すべき事態において速や
かに賠償を行うため、損害賠
償保険に加入しておくこと
が望ましいこと。 

③ 指定障害者支援施設は、事
故が発生した際にはその原
因を解明し、再発生を防ぐた
めの対策を講じること。な
お、「福祉サービスにおける
危機管理（リスクマネジメン
ト）に関する取り組み指針」
（平成14年３月28日福祉サ
ービスにおける危機管理に
関する検討会）が示されてい
るので、参考にされたい。 

 
 

27 会計の区分 指定障害福祉サービス事業
者は、指定障害福祉サービス事
業所ごとに経理を区分すると
ともに、指定障害福祉サービス
の事業の会計をその他の事業
の会計と区分しなければなら
ない。 

指定障害者支援施設は、実施
する施設障害福祉サービスの
種類ごとに経理を区分すると
ともに、指定障害者支援施設の
事業の会計をその他の事業の
会計と区分しなければならな
い。 
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指定一般相談支援事業者 指定特定相談支援事業者 指定障害児相談支援事業者 
利用者が安心して指定地域

相談支援の提供を受けられる
よう、指定一般相談支援事業
者は、利用者に対する指定地
域相談支援の提供により事故
が発生した場合は、市町村及
び当該利用者の家族等に対し
て連絡を行うとともに、必要
な措置を講じ、また、利用者
に対する指定地域相談支援の
提供により賠償すべき事故が
発生した場合は、損害賠償を
速やかに行わなければならな
い。 
このほか、次の点に留意す

るものとする。 
① 利用者に対する指定地域
相談支援の提供により事故
が発生した場合の対応方法
については、あらかじめ指
定一般相談支援事業者が定
めておくことが望ましいこ
と。 

② 指定一般相談支援事業者
は、賠償すべき事態におい
て速やかに賠償を行うた
め、損害賠償保険に加入し
ておくことが望ましいこ
と。 

③ 指定一般相談支援事業者
は、事故が発生した際には
その原因を解明し、再発生
を防ぐための対策を講じる
こと。なお、「福祉サービス
における危機管理（リスク
マネジメント）に関する取
り組み指針」（平成 14 年３
月28日福祉サービスにおけ
る危機管理に関する検討
会）が示されているので、
参考にされたい。 

 

利用者等が安心して指定計
画相談支援の提供を受けられ
るよう、指定特定相談支援事業
者は、利用者等に対する指定計
画相談支援の提供により事故
が発生した場合は、市町村及び
当該利用者等の家族等に対し
て連絡を行うとともに、必要な
措置を講じ、また、利用者等に
対する指定計画相談支援の提
供により賠償すべき事故が発
生した場合は、損害賠償を速や
かに行わなければならない。 
このほか、次の点に留意する

ものとする。 
① 利用者等に対する指定計
画相談支援の提供により事
故が発生した場合の対応方
法については、あらかじめ指
定特定相談支援事業者が定
めておくことが望ましいこ
と。 

② 指定特定相談支援事業者
は、賠償すべき事態において
速やかに賠償を行うため、損
害賠償保険に加入しておく
ことが望ましいこと。 

③ 指定特定相談支援事業者
は、事故が発生した際にはそ
の原因を解明し、再発生を防
ぐための対策を講じること。
なお、「福祉サービスにおけ
る危機管理（リスクマネジメ
ント）に関する取り組み指
針」（平成 14 年３月 28 日福
祉サービスにおける危機管
理に関する検討会）が示され
ているので、参考にされた
い。 

障害児等が安心して指定障
害児相談支援の提供を受けら
れるよう、指定障害児相談支援
事業者は、障害児等に対する指
定障害相談支援の提供により
事故が発生した場合は、市町村
及び当該障害児の家族等に対
して連絡を行うとともに、必要
な措置を講じ、また、障害児等
に対する指定障害児相談支援
の提供により賠償すべき事故
が発生した場合は、損害賠償を
速やかに行わなければならな
い。 
このほか、次の点に留意する

ものとする。 
① 障害児等に対する指定障
害児相談支援の提供により
事故が発生した場合の対応
方法については、あらかじめ
指定障害児相談支援事業者
が定めておくことが望まし
いこと。 

② 指定障害児相談支援事業
者は、賠償すべき事態におい
て速やかに賠償を行うため、
損害賠償保険に加入してお
くことが望ましいこと。 

③ 指定障害児相談支援事業
者は、事故が発生した際には
その原因を解明し、再発生を
防ぐための対策を講じるこ
と。なお、「福祉サービスに
おける危機管理（リスクマネ
ジメント）に関する取り組み
指針」（平成 14 年３月 28 日
福祉サービスにおける危機
管理に関する検討会）が示さ
れているので、参考にされた
い。 

指定一般相談支援事業者
は、指定地域相談支援事業所
ごとに経理を区分するととも
に、指定地域相談支援の事業
の会計をその他の事業の会計
と区分しなければならない。 
 

指定特定相談支援事業者は、
指定特定般相談支援事業所ご
とに経理を区分するとともに、
指定計画相談支援の事業の会
計をその他の事業の会計と区
分しなければならない。 
 

指定障害児相談支援事業者
は、指定障害児相談支援事業所
ごとに経理を区分するととも
に、指定障害児相談支援の事業
の会計をその他の事業の会計
と区分しなければならない。 
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 指定障害福祉サービス事業者 

指定障害者支援施設 

 

居宅介護等（居宅介護、

重度訪問介護、同行援

護、行動援護、短期入

所及び重度障害者等包

括支援） 

療養介護等（療養介護、

生活介護、自立訓練(機

能訓練)、自立訓練(生

活訓練)、就労移行支

援、就労継続支援Ａ型、

就労継続支援Ｂ型及び

共同生活援助） 

28 記録の整備 ① 指定居宅介護等事

業者は、従業者、設

備、備品及び会計に

関する諸記録を整備

しておかなければな

らない。 

② 指定居宅介護等事

業者は、利用者に対

する指定居宅介護等

の提供に関する次に

掲げる諸記録を整備

し、当該指定居宅介

護等を提供した日か

ら５年間保存しなけ

ればならない。 

 ア 指定居宅介護等

に関する記録 

  ・ 指定居宅介護

等の提供に係る

記録 

  ・ 居宅介護等計

画 

  ・ 苦情の内容等

に係る記録 

イ 支給決定障害者

等に関する市町村

への通知に係る記

録 

① 指定療養介護等事

業者は、従業者、設

備、備品及び会計に

関する諸記録を整備

しておかなければな

らない。 

② 指定療養介護等事

業者は、利用者に対

する指定療養介護等

の提供に関する次に

掲げる記録を整備

し、当該指定療養介

護等を提供した日か

ら５年間保存しなけ

ればならない。 

 ア 療養介護等計画 

 イ サービスの提供

の記録 

ウ 支給決定障害者

等に関する市町村

への通知に係る記

録 

エ 身体的拘束等の

記録 

オ 苦情の内容等の

記録 

カ 事故の状況及び

事故に際して採っ

た処置についての

記録 

① 指定障害者支援

施設は、従業者、設

備、備品及び会計に

関する諸記録を整

備しておかなけれ

ばならない。 

② 指定障害者支援

施設は、利用者に対

する施設障害福祉

サービスの提供に

関する次に掲げる

記録を整備し、当該

施設障害福祉サー

ビスを提供した日

から５年間保存し

なければならない。 

 ア サービスの提

供の記録 

 イ 施設障害福祉

サービス計画 

ウ 支給決定障害

者に関する市町

村への通知に係

る記録 

エ 身体的拘束等

の記録 

オ 苦情の内容等

の記録 

カ 事故の状況及

び事故に際して

採った処置につ

いての記録 
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指定一般相談支援事業者 

 

 

 

 

 

 

 

指定特定相談支援事業者 

 

 

 

指定障害児相談支援事業者 

① 指定一般相談支援事業者

は、従業者、設備、備品及

び会計に関する諸記録を整

備しておかなければならな

い。 

② 指定一般相談支援事業者

は、利用者等に対する指定

地域相談支援の提供に関す

る次に掲げる記録を整備

し、当該指定地域相談支援

を提供した日から５年間保

存しなければならない。 

 ア 提供した指定地域相談

支援に係る必要な事項の

提供の記録 

 イ 地域移行支援計画 

ウ 地域相談支援給付決定

障害者に関する市町村へ

の通知に係る記録 

エ 苦情の内容等の記録 

オ 事故の状況及び事故に

際して採った処置につい

ての記録 

① 指定特定相談支援事業者

は、従業者、設備、備品及び

会計に関する諸記録を整備

しておかなければならない。 

② 指定特定相談支援事業者

は、利用者等に対する指定計

画相談支援の提供に関する

次に掲げる記録を整備し、当

該指定計画相談支援を提供

した日から５年間保存しな

ければならない。 

 ア 福祉サービス等の事業

を行う者等との連絡調整

に関する記録 

 イ 個々の利用者ごとに次

に掲げる事項を記載した

相談支援台帳 

  ・ サービス等利用計画案

及びサービス等利用計

画 

  ・ アセスメントの記録 

  ・ サービス担当者会議等

の記録 

  ・ モニタリングの結果の

記録 

・ 計画相談支援対象障害

者等に関する市町村への

通知に係る記録 

・ 苦情の内容等の記録 

・ 事故の状況及び事故に

際して採った処置につい

ての記録 

① 指定障害児相談支援事業

者は、従業者、設備、備品及

び会計に関する諸記録を整

備しておかなければならな

い。 

② 指定障害児相談支援事業

者は、障害児等に対する指定

障害児相談支援の提供に関

する次に掲げる記録を整備

し、当該指定障害児相談支援

を提供した日から５年間保

存しなければならない。 

 ア 福祉サービス等の事業

を行う者等との連絡調整

に関する記録 

 イ 個々の障害児ごとに次

に掲げる事項を記載した

相談支援台帳 

・ 障害児支援利用計画案

及び障害児支援利用計

画 

・ アセスメントの記録 

・ サービス担当者会議等

の記録 

  ・ モニタリングの結果の

記録 

・ 障害児相談支援対象保

護者に関する市町村へ

の通知に係る記録 

・ 苦情の内容等の記録 

・ 事故の状況及び事故に

際して採った処置につ

いての記録 

 


